
第10次宮津市高齢者保健福祉計画 

第9期宮津市介護保険事業計画（中間案）について   

議 員 全 員 協 議 会  
令和５年 12 月 22 日  
健 康 福 祉 部  

 

本市では、第９次宮津市高齢者保健福祉計画・第８期宮津市介護保険事業計画（令和 3年～令

和 5 年）において、「地域住民がともに支え合い 高齢者も幸せに暮らせるまち みやづ」を目

指すまちのすがたとし、高齢者が、可能な限り住み慣れた地域で、自立した日常生活を営むこと

ができるよう、医療、介護、介護予防、住まい、日常生活の支援が包括的に確保される「地域包

括ケアシステム」の推進に努めてきました。 

第 10 次宮津市高齢者保健福祉計画・第９期宮津市介護保険事業計画（令和６年～令和８年）

では、これまでの取組を継承しつつ、すべての高齢者が、生きがいを持って自分らしく、住み慣

れた地域で暮らせる環境を実現するための総合的かつ効果的な高齢者施策推進を目的として策

定するものです 

 

【計画の位置づけ】 

 〇老人福祉法第 20条の 8の規定に基づく「市町村老人福祉計画」及び介護保険法第 117条の

規定に基づく「市町村介護保険事業計画」 

 ○第７次宮津市総合計画に基づく分野別計画、宮津市地域福祉計画のもと高齢者福祉施策と介

護保険事業計画を一体的に推進するための個別計画。 

 

【計画期間】 

 ○令和６年度～令和８年度（３ヵ年） 

 

【計画の基本的な考え方】 

 〇基本理念「みんながともにつながり支え合い 高齢者も幸せにくらせるまち みやづ」 

 ○基本目標 

 １ 住み慣れた地域でいつまでも暮らせるまち 

２ ともにつながり支え合い自分らしく暮らせるまち 

３ 生涯現役でいきいきと暮らせるまち 

４ サービスを利用して安心して暮らせるまち 

      

【今後のスケジュール（案）】 

  令和６年１月上旬～１月下旬 パブリックコメントの募集       

      ２月中旬      第４回宮津市高齢者保健福祉計画推進協議会において 

最終案の審議 

      ３月下旬      計画策定 
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第９期宮津市介護保険事業計画 
 

令和６年度（2024年度）～令和８年度（2026 年度） 

 

（中間案・概要版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年（2023 年）１２月 
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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の背景と目的 

わが国の人口は平成20年（2008年）をピークに、以降は減少が続いています。年齢層

で最も多い、いわゆる「団塊の世代」は、令和７年（2025年）に75歳以上の後期高齢者とな

り、認知症をはじめ介護を必要とする人の増加が予測されています。 

令和３年（2021年）には「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための

基本的な指針」が改正され、令和22年（2040年）までを見据えたサービス基盤・人的基盤

の整備、地域共生社会の実現、介護予防・健康づくり施策の充実・推進、認知症施策の推進、

災害や感染症対策に係る体制整備といった指針の改正が行われています。 

本市における令和5年（2023年）９月末日時点の高齢化率は43.6%となっており、令和

４年（2022年）10月1日時点の全国の高齢化率28.8％、京都府の高齢化率29.2％と比

べて高い状況で、令和22年（2040年）に全国で34.8％になると予測されている数値を

すでに大きく超える水準となっています。 

本市では、高齢者が、可能な限り住み慣れた地域で、自立した日常生活を営むことができ

るよう、医療、介護、介護予防、住まい、日常生活の支援が包括的に確保される「地域包括ケ

アシステム」の推進に努めてきました。「第10次宮津市高齢者保健福祉計画・第９期宮津市

介護保険事業計画」は、これまでの取組を継承しつつ、すべての高齢者が、生きがいを持っ

て自分らしく、住み慣れた地域で暮らせる環境を実現するための総合的かつ効果的な高齢

者施策推進を目的として策定するものです。 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、老人福祉法第20条の８の規定に基づく「市町村老人福祉計画」及び介護保険

法第117条の規定に基づく「市町村介護保険事業計画」を、介護保険法第117条第6項の規

定により一体のものとして策定するものです。 

なお、本市では「老人福祉計画」の名称を「高齢者保健福祉計画」としています。 

３ 計画の期間 

本計画は、令和６年度（2024年度）を初年度とし、令和８年度（2026年度）を目標年度

とする３か年の計画です。生産年齢人口の急激な減少や介護人材の不足、社会保障費の増

大が懸念される令和22年（2040年）年を見据え、中長期的な視点で引き続き市の実情に

合わせた地域包括ケアシステムを推進させるための計画と位置づけます。 
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第２章 宮津市の高齢者を取り巻く状況 

１ 人口推計 

人口の推計では、本計画始期の令和6年(2024年)は16,037人、終期の令和８年（２０

２６年）は15,334人、中長期予測の令和22年(2040年)では10,660人になる見込みで

す。 

年齢５区分別の人口割合では、75歳以上の割合は継続的に上昇する予測で、令和22年

(2040年)には、75歳以上の割合は32.3％に達するとみられます。 

年齢５区分別人口推計 

 

年齢５区分別人口推計の構成比 

 

資料：令和５年（２０２３年）は住民基本台帳（各年9月末日）実績  

令和６年（２０２４年）以降はコーホート変化率法による推計 

1,754 1,698 1,643 1,579 1,512 1,410 1,367 1,316 1,259 733 

3,392 3,232 3,126 2,970 2,926 2,796 2,663 2,563 2,483 
1,513 
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2,938 
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2,032 
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3,443 
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２ 要支援・要介護認定者の推計 

年齢段階別人口に対する要支援・要介護認定者の割合の実績を基に、人口推計を勘案し

推計しました。 

要支援・要介護認定者は、令和６年(202４年)は1,844人、令和８年(202６年)は

1,858人、中長期予測の令和22年(2040年)は1,756人と推計されます。本計画期間中

は、認定者数はほぼ横ばいで推移すると見込まれますが、令和22年(2040年)には減少

すると推計されます。 

要支援・要介護度別認定者数推計 

 

要支援・要介護度別認定者数推計の構成比 

    
 

資料：令和２年度（２０２０年度）まで、介護保険事業状況報告（各年９月末） 

令和３年度（２０２１年度）～令和５年度（２０２３年度）実績及び  

令和６年度（２０２４年度）以降推計、地域包括ケア「見える化」システムより取得  

365 403 436 421 416 414 409 403 406 361 
要支援１

282 261 252 246 252 242 263 267 269 
250 

要支援２

390 380 384 369 363 348 337 337 339 
319 

要介護１

283 294 269 281 261 271 254 258 257 
249 

要介護２

224 230 245 216 223 225 225 227 228 
227 

要介護３

196 215 203
227 231 218 214 214 216 

212 
要介護４

173 137 144 142 156 
129 142 142 143 

138 要介護５

1,913 1,920 1,933 1,902 1,902
1,847 1,844 1,848 1,858

1,756

‐

 500

 1,000

 1,500

 2,000

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

令和６年

（2024年）

令和７年

（2025年）

令和８年

（2026年）

令和22年

（2040年）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計合計

要支援１

19.1%

21.0%

22.6%

22.1%

21.9%

22.4%

22.2%

21.8%

21.9%

20.6%

要支援２

14.7%

13.6%

13.0%

12.9%

13.2%

13.1%

14.3%

14.4%

14.5%

14.2%

要介護１

20.4%

19.8%

19.9%

19.4%

19.1%

18.8%

18.3%

18.2%

18.2%

18.2%

要介護２

14.8%

15.3%

13.9%

14.8%

13.7%

14.7%

13.8%

14.0%

13.8%

14.2%

要介護３

11.7%

12.0%

12.7%

11.4%

11.7%

12.2%

12.2%

12.3%

12.3%

12.9%

要介護４

10.2%

11.2%

10.5%

11.9%

12.1%

11.8%

11.6%

11.6%

11.6%

12.1%

要介護５

9.0%

7.1%

7.4%

7.5%

8.2%

7.0%

7.7%

7.7%

7.7%

7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

令和６年

（2024年）

令和７年

（2025年）

令和８年

（2026年）

令和22年

（2040年）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５



 

4 

第３章 計画の基本的な考え方 

第１節 政策目標 

１ 基本理念 

本市は、高齢化率が令和５年(202３年)９月末で43.6％に達するなど、総人口の減少と

相まっての高齢化が大きく進んでいます。65歳以上人口は減少傾向にあるものの、高齢者

人口に占める75歳以上の後期高齢者の割合は今後も上昇する見込みであり、重度の要介

護者や医療と介護のサービスがともに必要な高齢者、認知症高齢者の増加が見込まれます。

一方、高齢者を支える現役世代は減少し、ひとり暮らし高齢者や夫婦のみの高齢者世帯の

増加に伴い、家族や親族の支え合いの機能が低下するとともに、過疎化の進行により、地域

の支え合い機能も低下していくことが予想されます。 

本市ではこれまで、高齢者が、可能な限り住み慣れた地域で、自立した日常生活を営むこ

とができるよう、医療、介護、介護予防、住まい、日常生活の支援が包括的に確保される「地

域包括ケアシステム」の推進に努めてきました。今後も人口減少と高齢化率上昇の傾向が続

き、令和22年（2040年）には高齢化率が50%を超えると予想される中、「支える側」「支

えられる側」という関係を超え、人と人がつながり、人と社会がつながり、一人ひとりが生き

がいや役割を持って支え合いながら住み慣れた地域でいきいきと尊厳をもって暮らしてい

くことのできる地域共生社会の実現を目指すことが重要です。 

地域包括ケアシステムのさらなる推進に取り組む本計画では、高齢者の自立支援と要介

護状態の重度化防止を図りながら介護保険制度の持続性を確保するとともに、高齢者も若

い世代もすべての人々が共につながり支え合ってサービス提供体制の充実を図り、「みんな

がともにつながり支え合い 高齢者も幸せに暮らせるまち みやづ」の実現を目指します。 

 

基本理念（目指すまちのすがた） 
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２ 基本目標 

「基本理念」の内容を実現するため、本計画では、次の４つの基本目標を掲げ、施策の方

向を明らかにするとともに、その総合的な展開を図ります。 

 

基本目標１ 

住み慣れた地域でいつまでも暮らせるまち 

高齢者ができるだけ長く健康で自立して生活し、また介護が必要な状態になっても、住み

慣れた地域で、いつまでも暮らせる社会づくりを目指します。 

 

 

基本目標２ 

ともにつながり支え合い自分らしく暮らせるまち 

支援が必要な高齢者を地域のみんなで支えていくための体制の充実や連携の強化を進

めるとともに、すべての世代がともにつながり支え合い、認知症になっても地域で自分らし

く暮らせるための取組を推進します。 

 

 

基本目標３ 

生涯現役でいきいきと暮らせるまち 

人生100年時代を豊かに生きるため、市民一人ひとりが健康及び介護予防の重要性を

自覚し、主体的に健康づくりに取り組むことを促すとともに、自立支援・介護予防の取組を

推進します。 

また、高齢者が地域社会で持てる力を十分に発揮する場の創出、提供に努めます。 

 

 

基本目標４ 

サービスを利用して安心して暮らせるまち 

介護や支援を必要とする高齢者に適切なサービスが提供できるよう、介護サービスの量

と質の維持、充実を図ります。 

また、介護福祉人材の確保と質の向上を図るとともに、介護業務の効率化を進めます。 
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第２節 施策の体系 

基本理念 

みんながともにつながり支え合い 高齢者も幸せに暮らせるまち みやづ 
     

■基本目標■  ■基本施策■  ■施策の展開■ 
     

１ 住み慣れた

地域でいつ

までも暮ら

せるまち 

 

１ 地域包括ケアシステム

の推進体制の充実 

 
(1)地域包括支援センターの機能強化 

(2)在宅医療・介護連携の推進 

(3)地域ケア会議の充実 

     

２ ともにつな

がり支え合

い自分らし

く暮らせる

まち 

 

１ 支え合いの仕組みづく

り 

 (1)生活支援サービス体制の充実と強化 

(2)地域で支え合うための担い手の育成と

連携強化 

(3)福祉のまちづくりの推進 

 

２ 認知症施策の推進 

 (1)認知症に対する正しい理解の普及と啓

発 

(2)認知症の予防と早期発見・早期対応 

(3)認知症の人とその家族への支援と相談

体制の充実 

(4)認知症の人にやさしい地域づくり 

 
３ 権利擁護の推進 

 (1)成年後見制度の推進 

(2)権利擁護事業の推進 
     

３ 生涯現役で

いきいきと

暮らせるま

ち 

 

１ 健康づくりの推進 

 (1)運動による健康づくりの推進 

(2)食による健康づくりの推進 

(3)病気の予防・早期発見の推進 

 

２ 自立支援・介護予防の推

進 

 (1)介護予防・日常生活支援総合事業の推

進 

(2)高齢者の保健事業と介護予防の一体的

実施 

 
３ 高齢者の社会参加の促

進 

 (1)高齢者の生きがいづくりの推進 

(2)社会活動への参加の促進 

(3)高齢者の就労支援 
     

４ サービスを

利用して安

心して暮ら

せるまち 

 

１ 適切な介護サービス等

の提供 

 (1)居宅サービスの提供 

(2)地域密着型サービスの充実・提供 

(3)施設サービスの提供 

(4)重度化防止のための介護予防サービス

の提供 

(5)その他の介護、高齢者福祉施策の充実 

(6)介護サービスの円滑な運営 

(7)制度内容の周知と利用意識の啓発 

(8)災害や感染症に対する備え 

 
２ 介護・福祉を支える人材

の確保 
 

(1)福祉需要に対応する人材の確保と資質

の向上 

(2)介護業務の効率化及び質の向上 
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重点施策 

 

地域包括支援センターの機能強化や、各関係機関及び庁内関係部署との一層の連携強化を図ります。 

医療や介護、福祉等の多職種の連携や地域ケア会議等の更なる充実を図り、地域包括ケアシステムの推進体制の充

実を図ります。 

〇地域包括支援センターの機能強化 
〇在宅医療・介護連携の推進 
〇地域ケア会議の充実 

地域包括ケアシステムの推進体制の充実 

１ 住み慣れた地域でいつまでも暮らせるまち 

 

高齢者が安心して生活できるよう、身近な地

域で生活支援サービスを提供する体制の構築・

充実を図ります。 

地域福祉活動を展開する関係機関や団体との

連携を強化し、地域活動の担い手等を育成する

とともに、地域における支え合い・助け合いの

仕組みづくりを推進します。 

〇生活支援サービス体制の充実と強化 

〇地域で支え合うための担い手の育成
と連携強化 

支え合いの仕組みづくり 
 

認知症予防の取組とともに認知症になっても希望を持って日

常生活を過ごせる社会を目指し、認知症の人や家族の視点を重

視しながら「共生」と「予防」を両輪として、「認知症の人にや

さしい地域づくり」を推進します。 

〇認知症の予防と早期発見・早期対応 
〇認知症の人とその家族への支援と相談体制の充実 

認知症施策の推進 

 

認知症の人や知的障害、精神障害のある人の権利を守るため、

成年後見制度や日常生活自立支援事業の普及と利用促進を図り

ます。 

〇成年後見制度の推進 

権利擁護の推進 

２ ともにつながり支え合い自分らしく暮らせるまち 

 

住民健診の受診率向上と健診後の保健指導の実

施率向上を図り、生活習慣病の予防を推進します。 

〇病気の予防・早期発見の推進 

健康づくりの推進 
 

高齢者の自立した日常生活の支援や介護予防、要介護状

態の改善・重度化防止に向け、多様な担い手によるサービス

提供の充実と自立支援・介護予防の取組を推進します。 

フレイル対策として、後期高齢者に対する保健事業を実

施、充実します。 

〇介護予防・日常生活支援総合事業の推進 
〇高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

自立支援・介護予防の推進 

３ 生涯現役でいきいきと暮らせるまち 

 

介護・福祉人材を確保するため、「京都府北部福祉人材養成システム」を京都府及び近隣市町と共同して推進し、福

祉人材の実習拠点である宮津総合実習センターの運営を支援します。 

資格取得に要する費用への補助制度等を継続して実施し、介護従事者のスキルアップを支援します。 

〇福祉需要に対応する人材の確保と資質の向上 

介護・福祉を支える人材の確保 

４ サービスを利用して安心して暮らせるまち 
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第４章 施策の展開 

 

第１節 住み慣れた地域でいつまでも暮らせるまち 

 
１ 地域包括ケアシステムの推進体制の充実 

（１）地域包括支援センターの機能強化 重点施策 

①介護予防ケアマネジメントの推進、②総合相談・支援業務の充実、 
③権利擁護業務の推進、④包括的・継続的ケアマネジメント業務の推進 
 

（２）在宅医療・介護連携の推進 重点施策 

①在宅療養多職種連携の推進、②医療と介護の連携強化 
 

（３）地域ケア会議の充実 重点施策 

①個別ケア会議の充実、②地域ケア会議の充実 
 

第２節 ともにつながり支え合い自分らしく暮らせるまち 

 
１ 支え合いの仕組みづくり 

（１）生活支援サービス体制の充実と強化 重点施策 

①地域住民を主体とした生活・社会参加の支援につながる取組の充実と強化 

（２）地域で支え合うための担い手の育成と連携強化 重点施策 

①地域福祉活動への支援、②災害時要配慮者への支援 

（３）福祉のまちづくりの推進 

①福祉意識の向上、②住みよいまちづくりの推進、③暮らしの安全確保 
 

２ 認知症施策の推進 

（１）認知症に対する正しい理解の普及と啓発 

①認知症に関する正しい理解の普及・啓発 

（２）認知症の予防と早期発見・早期対応 重点施策 

①認知症予防事業の推進、②認知症の早期発見・早期対応の推進 

（３）認知症の人とその家族への支援と相談体制の充実 重点施策 

①認知症の人とその家族への支援の充実 

（４）認知症の人にやさしい地域づくり 

①認知症との共生の推進、②認知症高齢者の安全確保 
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３ 権利擁護の推進 

（１）成年後見制度の推進 重点施策 

①成年後見制度の利用促進、②日常生活自立支援事業の推進 

（２）権利擁護事業の推進 

①高齢者虐待の防止の推進、②消費者被害の未然防止の取組の推進 
 

第３節 生涯現役でいきいきと暮らせるまち 

 
１ 健康づくりの推進 

（１）運動による健康づくりの推進 

①運動の習慣化の促進 
 

（２）食による健康づくりの推進 

①食生活改善の推進、②口腔ケア対策の推進 
 

（３）病気の予防・早期発見の推進 重点施策 

①生活習慣病の予防、②がんの早期発見・早期治療、③感染症防止対策 
 

２ 自立支援・介護予防の推進 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業の推進 重点施策 

①介護予防・生活支援サービスの実施、②一般介護予防事業の実施 
 

（２）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 重点施策 

①後期高齢者への保健事業の充実 
 

３ 高齢者の社会参加の促進 

（１）高齢者の生きがいづくりの推進 

①生涯学習の充実、②生涯スポーツの推進、③グループ・サークル活動等の育成支援、 
④学校や地域における世代間交流の促進 

（２）社会活動への参加の促進 

①地域活動などの担い手の育成・支援、②ボランティア活動の促進、③老人クラブ活動の
支援 

 

（３）高齢者の就労支援 

①就労の場の確保・創出、②宮津与謝広域シルバー人材センターへの支援 
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第４節 サービスを利用して安心して暮らせるまち 

 
１ 適切な介護サービス等の提供 

（１）居宅サービスの提供 

①居宅サービスの提供 
 

（２）地域密着型サービスの充実・提供 

①地域密着型サービスの充実・提供 
 

（３）施設サービスの提供 

①施設サービスの提供 
 

（４）重度化防止のための介護予防サービスの提供 

①介護予防サービスの提供 
 

（５）その他の介護、高齢者福祉施策の充実 

①その他の介護に関する支援、②その他の高齢者の生活支援の充実 
 

（６）介護サービスの円滑な運営 

①保険給付の適正化、②介護支援専門員の資質・専門性の向上の推進、③認知症グループ
ホーム等第三者評価の受審、④介護保険事業者との連携 
 

（７）制度内容の周知と利用意識の啓発 

①介護保険サービス情報の提供 
 

（８）災害や感染症に対する備え 

①災害対策の介護保険事業所との連携 
②感染症対策の介護保険事業所との連携 
 

２ 介護・福祉を支える人材の確保 

（１）福祉需要に対応する人材の確保と資質の向上 重点施策 

①福祉人材の育成・確保の推進、②福祉人材の資質の向上 
 

（２）介護業務の効率化と質の向上 

①介護業務の効率化と質の向上 
 

 

 

 

 

 

  



 

11 

第５章 介護保険事業費の見込みと保険料の設定 

１ 介護保険サービスの利用量の見込み 

（１）居宅介護サービス・居宅介護予防サービス等の見込量 

①居宅介護サービスの見込量等 

サービスの種類 
令和 3

年度 

令和 4

年度 

令和 5

年度 

令和 6

年度 

令和 7

年度 

令和 8

年度 

令和 22

年度 

訪問介護 
回数（回） 2,507  2,369  2,451  2,499  2,510  2,523  2,351  

人数（人） 209  203  209  210  211  211  197  

訪問入浴介護 
回数（回） 113  81  58  58.1  58.1  58.1  58.1  

人数（人） 27  23  17  17  17  17  17  

訪問看護 
回数（回） 1,208  1,225  1,210  1,230  1,240  1,245  1,171  

人数（人） 230  246  239  237  239  240  228  

訪問リハビリテーショ

ン 

回数（回） 385  309  256  256  256  256  256  

人数（人） 32  27  19  19  19  19  19  

居宅療養管理指導 人数（人） 36  33  36  36  36  36  34  

通所介護 
回数（回） 2,265  2,059  1,956  1,971  1,971  1,971  1,837  

人数（人） 308  285  265  267  267  267  249  

通所リハビリテーショ

ン 

回数（回） 328  312  347  337  337  343  333  

人数（人） 57  53  56  55  55  56  54  

短期入所生活介護 
日数（日） 1,413  1,356  1,340  1,355  1,347  1,351  1,305  

人数（人） 173  165  151  152  151  151  146  

短期入所療養介護 

（老健） 

日数（日） 86  70  47  53  53  53  47  

人数（人） 13  12  8  9  9  9  8  

特定施設入居者生活介

護 
人数（人） 39  36  34  35  35  35  33  

福祉用具貸与 人数（人） 460  458  442  434  437  440  420  

特定福祉用具購入費 人数（人） 9  7  9  9  9  9  9  

住宅改修費 人数（人） 5  4  5  5  5  5  5  

※回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数 

※令和５年度は見込み 

  

現時点の見込みであり、今後変更の

可能性があります 
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②居宅介護予防サービスの見込量等 
 

サービスの種類 
令和 3

年度 

令和 4

年度 

令和 5

年度 

令和 6

年度 

令和 7

年度 

令和 8

年度 

令和 22

年度 

介護予防訪問入浴介護 
回数（回） 0.2  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  0  0  0  

介護予防訪問看護 
回数（回） 301  249  226  235  235  235  215  

人数（人） 71  73  78  81  81  81  74  

介護予防訪問リハビリ

テーション 

回数（回） 70  76  78  78  89  89  78  

人数（人） 8  7  8  8  9  9  8  

介護予防居宅療養管理

指導 
人数（人） 5  5  8  8  9  9  8  

介護予防通所リハビリ

テーション 
人数（人） 11  11  15  16  16  16  15  

介護予防短期入所生活

介護 

日数（日） 32  16  16  16  20  20  16  

人数（人） 7  4  4  4  5  5  4  

介護予防福祉用具貸与 人数（人） 193  208  237  245  246  248  225  

特定介護予防福祉用具

購入費 
人数（人） 4  4  3  3  3  3  3  

介護予防住宅改修 人数（人） 3  4  4  4  4  4  4  

介護予防特定施設入居

者生活介護 
人数（人） 2  3  3  3  3  3  3  

※回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数 

※令和５年度は見込み 

 

 

（２）地域密着型介護サービスの見込量等 

サービスの種類 
令和 3

年度 

令和 4

年度 

令和 5

年度 

令和 6

年度 

令和 7

年度 

令和 8

年度 

令和 22

年度 

定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 
人数（人） 1  1  2  2  2  2  2  

夜間対応型訪問介護 人数（人） 31  34  34  35  35  35  34  

地域密着型通所介護 
回数（回） 591  6745  707  754  778  778  660  

人数（人） 105  113  119  127  131  131  111  

認知症対応型通所介護 
回数（回） 466  421  349  356  356  356  333  

人数（人） 52  46  41  42  42  42  39  

小規模多機能型居宅介

護 
人数（人） 22  20  21  21  21  22  19  

認知症対応型共同生活

介護 
人数（人） 39  39  41  41  41  41  39  

地域密着型特定施設入

居者生活介護 
人数（人） 1  1  1  1  1  1  1  

看護小規模多機能型居

宅介護 
人数（人） 0  0  1  1  1  1  1  

※回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数 

※令和５年度は見込み  
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（３）施設サービスの見込量 

サービスの種類 
令和 3

年度 

令和 4

年度 

令和 5

年度 

令和 6

年度 

令和 7

年度 

令和 8

年度 

令和 22

年度 

介護老人福祉施設 人数（人） 261  267  267  270  270  270  270  

介護老人保健施設 人数（人） 71  71  73  74  74  74  71  

介護医療院 人数（人） 0  0  0  1  1  1  1  

介護療養型医療施設 人数（人） 0  0  0          

※人数は１月当たりの利用者数 

※令和５年度は見込み 

 

 

（４）居宅介護支援・介護予防支援の見込量 

サービスの種類 
令和 3

年度 

令和 4

年度 

令和 5

年度 

令和 6

年度 

令和 7

年度 

令和 8

年度 

令和 22

年度 

居宅介護支援 人数（人） 636  625  603  593  594  597  570  

介護予防支援 人数（人） 254  266  290  300  300  302  274  

※人数は１月当たりの利用者数 

※令和５年度は見込み 

 

２ 地域支援事業の見込み 

 

サービスの種類 
令和 3

年度 

令和 4

年度 

令和 5

年度 

令和 6

年度 

令和 7

年度 

令和 8

年度 

令和 22

年度 

訪問介護相当サービ

ス 
人数（人） 85  90  90  92  92  92  62  

訪問型サービス A（緩

和した基準による

サービス） 

人数（人） 40 26 26 26 26 26 18 

通所介護相当サービ

ス 
人数（人） 354 351 351 354 354 354 244 

通所型サービス A（緩

和した基準による

サービス） 

人数（人） 19 15 15 15 15 15 10 

その他生活支援サー

ビス（配食等） 
人数（人） 7 6 7 10 10 10 10 

介護予防支援ケアマ

ネジメント 
人数（人） 182 178 180     

※人数は１月当たりの利用者数 

※令和５年度は見込み 

  

現時点の見込みであり、今後変更の

可能性があります 
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３ 介護保険事業費と第１号被保険者介護保険料 

（１）標準給付費の見込み 

（単位：千円） 

項  目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

総給付費    

特定入所者介護サービス費等 

給付額 
   

高額介護サービス費等給付額    

高額医療合算介護サービス費等 

給付額 
   

算定対象審査支払手数料    

標準給付費見込額計    

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。 

 

（２）地域支援事業に必要な事業費の見込み 

（単位：千円） 

項  目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

介護予防・日常生活支援総合事業    

包括的支援事業（地域包括支援セン
ターの運営）及び任意事業費 

   

包括的支援事業（社会保障充実分）    

地域支援事業費    

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。 
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（３）第１号被保険者の保険料基準額 

 

（単位：千円） 

標準給付費見込み額 Ａ   

地域支援事業費見込み額 Ｂ   

第１号被保険者負担分相当額 Ｃ   

調整交付金相当額 Ｄ   

調整交付金見込み額 Ｅ   

準備基金取崩額 Ｆ   

保険者機能強化推進交付金等の交付見込み額 Ｇ   

保険料収納必要額 Ｉ＝Ｃ＋Ｄ－Ｅ―Ｆ－Ｇ   

保険料収納率 Ｊ  ％ 

保険料賦課総額 Ｋ＝Ｉ÷Ｊ   

（多段階化後）所得段階別加入割合補正後被保険者数1 Ｌ  人 

▼ 
保険料基準額（月額）＝保険料賦課総額（Ｋ） 

÷所得段階別加入割合補正後被保険者数（Ｌ）÷12≒〇〇〇円 

 

 第９期（令和６年度～令和８年度） 

保険料基準額 円 

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。 

  

                                                   
1 各所得段階の人数に保険料率を乗じ、基準額を負担される人数としては何人に相当するかを計算して補正した人数で

す。 
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（４）所得段階別介護保険料 

 

所得段階 対 象 者 保険料率 
保険料 

(月額) 

保険料 

（年額） 

第１段階     

第２段階     

第３段階     

第４段階     

第５段階 

（基準額） 
    

第６段階     

第７段階     

第８段階     

第９段階     

第 10 段階     

第 11 段階     

第 12 段階     

第 13 段階     

※保険料は端数の調整を行い設定しています。 
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第６章 計画の推進に向けて 

１ 高齢者保健福祉サービスの全体調整 

本計画の目標達成に向けて、京都府や近隣市町及び与謝医師会や宮津市社会福祉協議会等の

関係機関との連携により、保健・医療・福祉の施策を調整し、一体的に進めるなど、必要な施策の

総合的・効果的な実施に努めます。 

また、計画の円滑な推進に向け、各担当課、関係部署の連携を密にし、計画の目標の実現に努

めます。 

２ 関係機関や関係団体等との連携 

 （１）サービス事業者等との連携 

① サービス事業者との連携 

② 各種団体、地域住民との連携 

 

 （２）地域包括支援センター運営部会・地域密着型サービス運営部会 

医療や福祉などの関係者による地域包括支援センター運営部会と地域密着型サービス運営

部会を引き続き設置します。 

地域包括支援センター運営部会では、センターの設置運営に関する中立性・公平性の確保や

人材確保支援を行います。 

また、地域密着型サービス運営部会においては、地域密着型サービス事業所の指定や事業

運営の確認等を行い、介護保険の適切な運営に努めます。 

３ 関係機関や関係団体等との連携 

計画の効果的な推進に向けて、宮津市高齢者保健福祉計画推進協議会により、計画の実施状況、

進捗状況を各年度点検・評価し、高齢者をめぐる状況の変化に対応した、より効果的な事業実施方

法を検討するなど、適切な進行管理を行います。 

本計画についても引き続き、同協議会において、管理手法の基本的な考え方である「PDCAサイク

ル」を取り入れた計画の進行管理を行います。本計画（Plan：計画策定）に基づいた事業の実施状況

（Do：推進）について、計画推進における課題や取組の妥当性に関する評価（Check：評価）を担当課に

おいて毎年行い、その結果を次期計画（令和９年度(2027年度)～令和 11年度(2029年度)）の協議

会における基礎資料として活用（Action：見直し）することで、次期計画の策定につなげていきます。 
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第１章 計画の策定にあたって 

第１節 計画策定の趣旨 

１ 計画策定の背景 

わが国の人口は平成20年（2008年）をピークに、以降は減少が続いています。年齢層

で最も多い、いわゆる「団塊の世代」は、令和７年（2025年）に75歳以上の後期高齢者とな

り、認知症をはじめ介護を必要とする人の増加が予測されています。 

さらに、令和22年（2040年）には「団塊の世代の子ども（団塊の世代ジュニア）」が65歳

以上となり、国民の34.8％が高齢者になることから、現役世代（20～64歳）の1.5人が1

人の高齢者を支える時代が訪れるとも予測されています。 

わが国の総人口・高齢者割合の推移と予測 

 

※資料：2020年までは総務省「国勢調査」、20２５年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推

計人口（令和５年推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果 

 

一方、介護保険法が平成9年(1997年)12月に制定され、平成12年度（2000年度）に

創設された介護保険制度により、高齢者又は病気により日常生活を送れない人に対して、

できるだけ自立した生活が送れるよう社会全体で支援する仕組みがつくられ、運用されて

きました。 

開始から24年を経過した介護保険制度は、これまで高齢者人口や要介護高齢者、介護保

険サービスの利用、高齢者の生活等に関わる各種動向の推移に合わせて様々な対応が行わ

れています。 

令和３年（2021年）には「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための

15.1%
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基本的な指針」が改正され、令和22年（2040年）までを見据えたサービス基盤・人的基盤

の整備、地域共生社会の実現、介護予防・健康づくり施策の充実・推進、認知症施策の推進、

災害や感染症対策に係る体制整備といった指針の改正が行われています。 

第８期までの介護保険事業計画では、限りある社会資源を効率的・効果的に活用しながら、

医療、介護、介護予防、住まい、生活支援を包括的に確保する「地域包括ケアシステム」の構

築が進められてきたほか、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超

えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、地域を暮らしやすくする「地域共生社会の実

現」に向けて各種取組などが進められてきました。 

これまでサービス基盤や人的基盤の整備で見据えるべきとされてきた令和７年（2025

年）を計画期間中に迎えることとなる第９期計画では、全国的に生産年齢人口の急激な減

少や介護人材の不足、社会保障費の増大が懸念される令和22年（2040年）を見据え、中

長期的な視点で地域包括ケアシステムの推進に取り組んでいくことが必要とされています。 

２ 計画策定の目的 

本市における令和5年（2023年）９月末日時点の高齢化率は43.6%となっており1、令

和４年（2022年）10月1日時点の全国の高齢化率28.8％、京都府の高齢化率29.2％と

比べて高い状況で2、令和22年（2040年）に全国で34.8％になると予測されている数値

をすでに大きく超える水準となっています。 

また、高齢者の単身世帯や夫婦のみ世帯の増加傾向に加え、認知症高齢者（Ⅲa～Ｍ判定）

の第1号被保険者に占める割合も令和2年（2020年）の6.5％から令和４年（2022年）の

7.0％へと上昇しています3。 

本市では、「第９次宮津市高齢者保健福祉計画・第８期宮津市介護保険事業計画」におい

て、「地域住民がともに支え合い 高齢者も幸せに暮らせるまち みやづ」を目指すまちのす

がたとし、高齢者が、可能な限り住み慣れた地域で、自立した日常生活を営むことができる

よう、医療、介護、介護予防、住まい、日常生活の支援が包括的に確保される「地域包括ケア

システム」の推進に努めてきました。 

「第10次宮津市高齢者保健福祉計画・第９期宮津市介護保険事業計画」（以下「本計画」と

いう。）は、これまでの取組を継承しつつ、すべての高齢者が、生きがいを持って自分らしく、

住み慣れた地域で暮らせる環境を実現するための総合的かつ効果的な高齢者施策推進を

目的として策定するものです。 

                                                   
1 住民基本台帳による 
2 全国及び京都府の高齢化率は地域包括ケア「見える化」システムより 
3 市の認定システムより（各年９月末） 
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３ 介護保険事業等の指針のポイント 

介護保険法第116条において、厚生労働大臣は地域における医療及び介護の総合的な

確保の促進に関する法律に規定する総合確保方針に即して、介護保険事業に係る保険給付

の円滑な実施を確保するための基本的な指針を定めることとされています。 

第９期の基本指針について以下のような見直しのポイントが示されています。 

第９期介護保険事業計画の基本指針見直しのポイント 

１．介護サービス基盤の計画的な整備 

   ①地域の実情に応じたサービス基盤の整備 

   ②在宅サービスの充実 

２．地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

   ①地域共生社会の実現 

   ②介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるための医療・介護 

情報基盤の整備 

   ③保険者機能の強化 

３．地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

※資料：社会保障審議会介護保険部会（第107回：令和５年7月10日）資料1-1等より 
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第２節 計画の概要 

１ 計画の位置づけ 

（１）計画の法的な位置付け 

本計画は、老人福祉法第20条の８の規定に基づく「市町村老人福祉計画」及び介護保険

法第117条の規定に基づく「市町村介護保険事業計画」を、介護保険法第117条第6項の規

定により一体のものとして策定するものです。 

なお、本市では「老人福祉計画」の名称を「高齢者保健福祉計画」としています。 

「高齢者保健福祉計画」と「介護保険事業計画」の一体的な策定 

    

 

参考：関係法令 

【老人福祉法】 

（市町村老人福祉計画） 
第 20条の８第 1項 市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以

下「老人福祉事業」という。）の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老人福祉

計画」という。）を定めるものとする。 

 

【介護保険法】 

（市町村介護保険事業計画） 
第 117 条 市町村は、基本指針に即して、３年を１期とする当該市町村が行う介護

保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計

画」という。）を定めるものとする。 

 

  

宮津市高齢者保健福祉計画
高齢者施策全般に関わる理念や基本的な方針、
目標を定めた計画であり、高齢者の福祉に関わ
る総合的な計画。

宮津市介護保険事業計画
適正な介護保険サービスの実施量及び地域支
援事業に関する事業量等を見込むとともに、
それに基づく介護保険料を算定する計画

介護保険給付費予測と介護保険料算定

介護保険法
第117条
第６項

老人福祉法
第20条の８
第１項

介護保険法
第117条

一体的に
策定
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（２）関連計画との関係 

本計画は、本市のまちづくりの総合計画である「宮津市総合計画」に基づく分野別計画に

位置付けられます。また、地域福祉の推進に関して、高齢者の福祉、障害者（児）の福祉、児

童の福祉その他の福祉について、共通して取り組むべき事項を定めた「宮津市地域福祉計

画」のもと、高齢者福祉施策と介護保険事業を一体的に推進するための個別計画として定

めるものであり、これら本市の関連計画との整合を保つものとします。 

また、計画策定にあたっては、介護保険法に基づき国が定めた基本指針の内容を踏まえ

るとともに、京都府高齢者健康福祉計画、京都府地域包括ケア構想等の京都府の関連計画

とも整合を保つこととしています。 

関連計画等との整合 
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計
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第７次宮津市総合計画
将来像

共に創る みんなが活躍する豊かなまち〝みやづ″

【国の基本指針】

介護保険事業に係る
保険給付の円滑な実施
を確保するための
基本的な指針

【京都府の関連計画】

京都府
高齢者健康福祉計画

京都府
地域包括ケア構想

（地域医療ビジョン）
など
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２ 計画の期間 

本計画は、令和６年度（2024年度）を初年度とし、令和８年度（2026年度）を目標年度

とする３か年の計画です。生産年齢人口の急激な減少や介護人材の不足、社会保障費の増

大が懸念される令和22年（2040年）年を見据え、中長期的な視点で引き続き市の実情に

合わせた地域包括ケアシステムを推進させるための計画と位置づけます。 

計画期間 

 

 

３ 計画の策定体制 

（１）宮津市高齢者保健福祉計画推進協議会などによる検討 

本計画の策定にあたっては、学識経験者、関係機関・団体の役職員、保健福祉医療等の関

係者及び介護者で構成する「宮津市高齢者保健福祉計画推進協議会」において、計画内容

を協議しました。 

 

（２）市民の意見反映 

本計画の策定にあたっては、支援を必要とする高齢者の状況を把握し、より多くの市民・

被保険者の意見を反映して今後の支援方策を検討するため、令和５年１月から２月にかけて

「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」及び「在宅介護実態調査」を実施しました。 

また、市民意見募集（パブリックコメント）を実施し、市民の意見反映に努めました。 
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第８次計画
（第７期介護保険事業計画）

2025年

第３期 地域福祉計画第９次計画
（第８期介護保険事業計画）

第10次計画
（第９期介護保険事業計画）

第11次計画
（第10期介護保険事業計画）

2040年
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第２章 宮津市の高齢者を取り巻く状況 

第１節 人口等の状況 

１ 人口の状況 

（１）年齢別人口の推移 

総人口は減少傾向にあり、令和５年(2023年)では16,386人と、平成30年(2018年)

に比べて1,740人減少しています。年齢５区分別でみると、0～14歳の年少人口及び15～

64歳の生産年齢人口では継続的に減少している一方、65～74歳の前期高齢者及び75

歳以上の後期高齢者の人口は年による増減がみられます。 

年齢５区分別の人口構成では、０～14歳、15～39歳が継続的に減少しています。令和5

年(2023年)の75歳以上の割合は25.7％、65～74歳は17.9％で、合わせて43.6％

となっています。 

年齢５区分別人口の推移 

 
資料：住民基本台帳実績値（各年９月末日） 
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年齢５区分別人口の人口構成比 

 

資料：住民基本台帳実績値（各年９月末日） 

 

 

（２）高齢者人口・高齢化率の推移 

高齢者人口の内訳では、75歳以上の後期高齢者人口が65～74歳の前期高齢者人口を

上回る状況が続き、その差も徐々に開いています。高齢化率は平成30年(2018年)の

40.8％が令和５年（2023年）には43.6％と、2.8％上昇しています。 

高齢者人口・高齢化率の推移 

 
資料：住民基本台帳実績値（各年９月末日） 
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（３）人口ピラミッド 

本市の人口構造（人口ピラミッド）では、前期高齢者の後半にあたる70～7４歳がボ

リュームゾーンとなっており、本計画期間中にはこの層が順次後期高齢者となっていきます。

これは、令和7年〈2025年〉に後期高齢者が急増するという国の予測と同様の状況と言え

ます。 

総人口を性別にみると、男性の7,778人に対し女性は8,608人となり、女性の方が

830人多くなっています。 

高齢者人口を性別にみると、男性の3,050人に対し女性が4,100人で、男性よりも女性

の方が1,050人多いことになり、男女差が広がります。 

 

人口ピラミッド 

    

 

資料：住民基本台帳 令和5年９月末日 
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２ 高齢者世帯・認知症高齢者の状況 

（１）高齢者世帯数 

高齢者のいる世帯数は平成７年（1995年）の4,164世帯から平成27年（2015年）の

4,636世帯まで継続的に増加していましたが、令和2年（2020年）には4,492世帯へと

減少に転じました。しかし、一般世帯数の減少が続いているため、一般世帯に占める高齢者

のいる世帯の割合は、平成７年（1995年）の47.4％から令和2年（2020年）の61.6％ま

で継続的に上昇しています。 

家族類型別にみると、「高齢一人暮らし世帯」「高齢夫婦のみの世帯」ともに継続的な増加

となっています。 

高齢者のいる世帯数の推移 

 

資料：国勢調査（各年 10月１日） 
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11 

（２）認知症高齢者の状況 

認知症高齢者の状況をみると、令和5年(2023年)における判断基準（Ⅱ）以上の人は、

第１号被保険者の13.5％となっています。また、判断基準（Ⅲ）以上の人は6.7％となって

おり、この割合は近年ほぼ横ばいかやや減少傾向にあります。 

要介護度別認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の人数 
 

 
令和３年(2021 年) 令和４年(2022 年) 令和５年(2023 年) 

人数（人） 比率（％） 人数（人） 比率（％） 人数（人） 比率（％） 

第 1 号被保険者 7,239   7,195   7,083   

Ⅱa～Ｍ判定 1,003 13.9％ 1,001 13.9％ 956 13.5％ 

Ⅲa～Ｍ判定 495 6.8％ 493 6.9％ 478 6.7％ 

資料：市の認定システムから抽出（各年9月末現在） 

 

参考：日常生活自立度の判断基準一覧 

レベル 判断基準 

Ⅰ 
何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内および社会的にほぼ自立している

状態。基本的には在宅で自立した生活が可能なレベル。 

Ⅱa 
日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが家庭外で多少見

られても、誰かが注意していれば自立できる状態。 

Ⅱb 
日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが家庭内で見られ

るようになるが、誰かが注意していれば自立できる状態。 

Ⅲa 
日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが主に日中を中心

に見られ、介護を必要とする状態。 

Ⅲb 
日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが夜間にも見られ

るようになり、介護を必要とする状態。 

Ⅳ 
日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、

常に介護を必要とする状態。 

Ｍ 
著しい精神症状や周辺症状あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療を必要と

する状態。 
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第２節 介護保険事業の状況 

1 要支援・要介護認定者数の推移 

要支援・要介護認定者数は、令和２年(2020年)の1,933人をピークに減少傾向に転じ

ています。 

要介護度別に、平成30年(2018年)と令和5年（2023年）を比較すると、要支援１での

増加が大きく、フレイル4 への対応が重要と考えられます。 

要介護認定者数の推移 

(人) 

 平成30年 

(2018年) 

令和元年 

(2019年) 

令和２年 

(2020年) 

令和3年 

（2021年） 

令和4年 

（2022年） 

令和5年 

（2023年） 

要支援・要介護認定者 1,913 1,920 1,933 1,902 1,902 1,847 

 第１号被保険者 

（65歳以上） 
1,887 1,897 1,913 1,883 1,882 1,825 

 うち前期高齢者 163 160 162 160 159 136 

うち後期高齢者 1,724 1,737 1,751 1,723 1,723 1,689 

第２号被保険者 

（40～64歳） 
26 23 20 19 20 22 

資料：介護保険事業状況報告（各年９月末）※令和5年のみ8月末 

要介護度別認定者数の推移 

 
資料：介護保険事業状況報告（各年９月末） ※令和5年のみ8月末 

 

  

                                                   
4 フレイル：健常から要介護へ移行する中間の状態のことです。 

365 403 436 421 416 414
要支援１

282 261 252 246 252 242

要支援２

390 380 384 369 363 348

要介護１

283 294 269 281 261 271

要介護２

224 230 245 216 223 225

要介護３

196 215 203 227 231 218

要介護４

173 137 144 142 156 129
要介護５

1,913 1,920 1,933 1,902 1,902
1,847

‐
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13 

要支援・要介護度別認定者の構成比について、平成30年(2018年)と令和５年（2023

年）を比較すると、要支援１及び要介護４で割合の増加がみられます。 

国・京都府と比較した場合、本市では要支援１の割合が全国及び京都府より高いことがわ

かります。要介護２から要介護５までは、いずれの要介護度でも全国より割合が低くなって

います。 

要介護度別認定者の構成比の推移 

 
資料：介護保険事業状況報告（各年９月末） ※令和5年のみ8月末 

要介護度別認定者の構成比の比較（国・京都府） 

 

資料：介護保険事業状況報告（令和5年8月末） 
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２ 給付額の推移 

保険給付費は、令和4年度（２０２2年度）の実績値で2,404,222千円となっています。 

推移をみると、平成30年度（２０１８年度）以降、増加していましたが、令和4年度（2022

年度）に減少しました。。 

サービス類型別給付費の推移 

単位：千円 

 平成30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

令和２年度 

(2020年度) 

令和3年度 

（2021年度） 

令和4年度 

（2022年度） 

保険給付費 2,334,410 2,371,102 2,418,535 2,435,698 2,404,222 

 

施設サービス 1,084,381 1,128,599 1,139,528 1,118,403 1,125,709 

地域密着型サービス 264,920 265,038 282,213 311,854 316,345 

居宅サービス 985,109 977,465 996,793 1,005,441 962,168 

 

        

資料：介護保険事業状況報告（年報） 
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施設サービス

2,334,410 2,371,102
2,418,535 2,435,698 2,404,222

0千円

500,000千円

1,000,000千円

1,500,000千円

2,000,000千円

2,500,000千円

平成30年度

（2018年度）

令和元年度

（2019年度）

令和2年度

（2020年度）

令和3年度

（2021年度）

令和４年度
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サービス類型別給付費の給付費全体に占める割合を国・京都府と比較すると、本市では

居宅サービス及び地域密着型サービスの割合は国・京都府より低く、施設サービスの割合が

国・京都府より高くなっています。 

サービス類型別給付費の給付費全体に占める割合 

 

資料：介護保険事業状況報告 ※令和３年度（２０２１年度） 
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３ 要支援・要介護認定率の推移 

要介護度別の認定率は、要支援１、要介護１の認定率が高い状態が続いています。 

合計認定率は、全国及び京都府では継続的に増加していますが、本市では令和2年度（２

０２0年度）に26.1％となって以降、やや下降傾向にあります。 

要支援・要介護認定率の推移 

 

資料：介護保険事業状況報告」年報（令和4度は月報３月末時点、令和５年度は月報８月末時点） 

（地域包括ケア「見える化」システムより取得） 

合計認定率の推移（全国・京都府との比較） 

 

資料：介護保険事業状況報告」年報（令和4度は月報３月末時点、令和５年度は月報８月末時点） 

（地域包括ケア「見える化」システムより取得） 
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４ 調整済み軽度認定率・重度認定率 

調整済み軽度認定率（要支援１～要介護２）・重度認定率（要介護３～要介護５）の相関関

係をみると、本市の軽度認定率は全国及び京都府より高くなっており、重度認定率は全国

より高いものの京都府全体より低くなっています。 

調整済み軽度認定率・重度認定率 

 

  宮津市 京都府 全国 

調整済み重度認定率（％） 6.7 7.1 6.5 

調整済み軽度認定率（％） 15.5 14.4 12.4 

資料：介護保険事業状況報告（年報、令和3年(2021年)時点及び総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 

（地域包括ケア「見える化」システムより取得） 

参考：調整済み軽度認定率（重度認定）について 

調整済み軽度認定率（重度認定）とは「第 1号被保険者の性・年齢構成」の影響を除外

した認定率を意味します。一般的に後期高齢者の認定率は前期高齢者のそれよりも高

くなることがわかっています。また、認定率はそれ以外にも様々な要因によって変動し

ますが、その増加に対する施策を検討するうえで、自治体がコントロールできない「第

1号被保険者の性・年齢構成」は、分析時に除外するべき一つの要素といえます。その

ため、第 1 号被保険者の性・年齢構成が、どの地域も全国平均やある地域の 1 時点と

同様になるよう調整することにより、第 1 号被保険者の性・年齢構成以外の要素の認

定率への影響を、地域間・時系列で比較がしやすくなります。 
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第３節 将来推計 

１ 人口推計 

人口の推計では、本計画始期の令和6年(2024年)は16,037人、終期の令和８年（２０

２６年）は15,334人、中長期予測の令和22年(2040年)では10,660人になる見込みで

す。 

年齢５区分別の人口割合では、75歳以上の割合は継続的に上昇する予測で、令和22年

(2040年)には、75歳以上の割合は32.3％に達するとみられます。 

年齢５区分別人口推計 

 

年齢５区分別人口推計の構成比 

 

資料：令和５年（２０２３年）は住民基本台帳（各年9月末日）実績  

令和６年（２０２４年）以降はコーホート変化率法による推計 

  

1,754 1,698 1,643 1,579 1,512 1,410 1,367 1,316 1,259 733 

3,392 3,232 3,126 2,970 2,926 2,796 2,663 2,563 2,483 
1,513 

5,579 5,469 5,346 5,223 5,122 5,030 4,907 4,802 4,672 

2,938 

3,243 3,209 3,199 3,231 3,087 2,934 2,779 2,656 2,560 

2,032 

4,158 4,178 4,163 4,077 4,176 
4,216 4,321 4,347 4,359 

3,443 

18,126 17,786 17,477 17,080 16,823 
16,386 16,037 15,684 15,334 

10,660 
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高齢者人口が減少していく中、75歳以上の後期高齢者人口は微増となり、令和8年

（2026年）には平成30年（2018年）以降で最大の4,359人となる予測です。 

高齢化率は令和８年(2026年)には45.1％、中長期予測の令和22年(2040年)では

51.4％に達する見込みです。 

高齢者人口・高齢化率 

 

資料：令和５年（２０２３年）は住民基本台帳（各年9月末日）実績  

令和６年（２０２４年）以降はコーホート変化率法による推計 

  

3,243 3,209 3,199 3,231 3,087 2,934 2,779 2,656 2,560 2,032 
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２ 要支援・要介護認定者の推計 

年齢段階別人口に対する要支援・要介護認定者の割合の実績を基に、人口推計を勘案し

推計しました。 

要支援・要介護認定者は、令和６年(202４年)は1,844人、令和８年(202６年)は

1,858人、中長期予測の令和22年(2040年)は1,756人と推計されます。本計画期間中

は、認定者数はほぼ横ばいで推移すると見込まれますが、令和22年(2040年)には減少

すると推計されます。 

要支援・要介護度別認定者数推計 

 

要支援・要介護度別認定者数推計の構成比 

    
 

資料：令和２年度（２０２０年度）まで、介護保険事業状況報告（各年９月末） 

令和３年度（２０２１年度）～令和５年度（２０２３年度）実績及び  

令和６年度（２０２４年度）以降推計、地域包括ケア「見える化」システムより取得  
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212 
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138 要介護５
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第４節 日常生活圏域の状況と今後 

１ 日常生活圏域の設定 

本計画では、高齢者が住み慣れた地域で引き続き安心して生活を続けていくため、市内

を地理的条件や生活形態、人口などの社会的条件を総合的に勘案した「日常生活圏域」を設

定し、基本的には圏域ごとに介護サービスを提供する体制を整えています。 

第9期介護保険事業計画においても、第３期介護保険事業計画で設定した「北部圏域」と

「南部圏域」の２つの圏域に区分することとします。 

 

①日常生活圏域の区域 

 区  域 

北部圏域 府中、日置、世屋、養老、日ヶ谷 

南部圏域 宮津、上宮津、栗田、由良、吉津 

 

②日常生活圏域ごとの概況 

 人口 65歳以上人口 後期高齢者人口 高齢化率 

北部圏域 3,284人 1,609人 931人 49.0% 

南部圏域 13,102人 5,541人 3,285人 42.3% 

合 計 16,386人 7,150人 4,216人 43.6% 

資料：住民基本台帳（令和５年(2023年)９月末日現在） 

③日常生活圏域ごとの人口推計 

 

資料：令和５年（２０２３年）は住民基本台帳（各年9月末日）実績  

令和６年（２０２４年）以降はコーホート変化率法による推計  
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④日常生活圏域ごとの第１号被保険者の要介護等認定者数 

（人） 

 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 

北部圏域 102 64 89 61 52 44 30 442 

南部圏域 305 180 252 202 157 177 96 1,369 

合 計 407 244 341 263 209 221 126 1,811 

※市システムから抽出  基準日：令和５年(2023年)９月末日 

※事業対象者、住所地特例者は除く 

２ 地域別人口等 

地域別の高齢化率は、日ヶ谷地区が64.4％で最も高く、次いで由良地区が53.3％と高

くなっています。日常生活圏域別にみると、南部圏域の高齢化率が43.6%であるのに対

し、山間地の多い北部圏域の高齢化率は49.0％と高くなっています。 

 

 人口 

（人） 

65歳以上人口 

（人） 

第１号被保険

者の要支援・要

介護認定者数

（人） 

高齢化率 

（％） 

要介護等認定者数 

の割合 

（％） 

府中 1,608 722 200 44.9% 27.7% 

日置 708 363 107 51.3% 29.5% 

世屋 90 48 13 53.3% 27.1% 

養老 743 389 86 52.4% 22.1% 

日ヶ谷 135 87 36 64.4% 41.4% 

北部圏域 3,284 1,609 442 49.0% 27.5% 

宮津 8,248 3,244 811 39.3% 25.0% 

上宮津 931 493 116 53.0% 23.5% 

栗田 1,623 774 216 47.7% 27.9% 

由良 908 502 128 55.3% 25.5% 

吉津 1,392 528 98 37.9% 18.6% 

南部圏域 13,102 5,541 1,369 42.3% 24.7% 

合計 16,386 7,150 1,811 43.6% 25.3% 

資料：住民基本台帳（令和５年(2023年)９月末日現在）及び市システム 
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第５節 アンケート調査結果からみた現状 

１ 調査の概要 

（１）調査目的 

令和６年度から令和８年度までを計画期間とする「第10次宮津市高齢者保健福祉計画・

第９期宮津市介護保険事業計画」の策定のための基礎資料とすることを目的とし、本市在住

の65歳以上の方の健康や生活実態、介護の実態等を把握するために２つの調査を実施し

ました。 
 

（２）調査地域 

宮津市内全域 
 

（３）調査対象 

〇介護予防・日常生活圏域ニーズ調査：市内にお住まいの65歳以上の方で、要介護１～５

の認定を受けていない方 

〇在宅介護実態調査：市内にお住まいの在宅で生活されている方で、介護保険制度の要支

援・要介護認定を受けておられる方及びその方を介護する家族 

 

（４）調査時期 

令和５年1月26日～令和５年2月15日 
 

（５）調査方法 

郵送配付・回収 
 

（６）配付・回収状況 

 配付数 回収数 
有効 

回収数 

有効 

回収率 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 5,933件 3,909件 3,908件 65.9％ 

在宅介護実態調査 787件 431件 426件 54.1％ 
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２ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果（抜粋） 

 

（１）家族構成 

「夫婦２人暮らし(配偶者 65歳以上)」が 45.1％と最も多く、次いで「１人暮らし」が

21.4％、「その他」が 15.1％、「息子・娘との２世帯」が 11.6％、「夫婦２人暮らし(配偶

者 64歳以下)」が 4.6％となっています。 

 

 

（２）介護・介助の必要性の有無 

「介護・介助は必要ない」が 85.5％と最も多く、次いで「何らかの介護・介助は必要だ

が、現在は受けていない」が 5.8％、「現在、何らかの介護を受けている（介護認定を受け

ずに家族などの介護を受けている場合も含む）」が 3.9％となっています。 

 

 

（３）リスク評価 

①生活機能評価 

〇生活機能評価でのリスク該当者は、認知機能の低下が53.3％と最も高く、次いでうつ傾

向が41.3％、咀嚼機能の低下が34.8％、転倒リスクが33.8％となっています。 

〇低栄養の該当者は1.5％と少なくなっています。 

  

21.4 45.1 4.6 11.6 15.1

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１人暮らし 夫婦２人暮らし(配偶者65歳以上) 夫婦２人暮らし(配偶者64歳以下)

息子・娘との２世帯 その他 無回答

ｎ=3908

85.5 5.8 3.9 4.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護・介助は必要ない

何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない

現在、何らかの介護を受けている（介護認定を受けずに家族などの介護を受けている場合も含む）

無回答

ｎ=3908
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運動機能の低下リスク該当者は 16.7％となっています。 

 

 

転倒リスク該当者は 33.8％となっています。 

 

 

閉じこもり傾向該当者は 14.0％となっています。 

 

 

低栄養の傾向該当者は 1.5％となっています。 

 

  

16.7 77.9 5.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

運動機能の低下該当 該当なし 判定不能

ｎ=3908

33.8 64.4

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

転倒リスク該当 該当なし 判定不能

ｎ=3908

14.0 83.6

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

閉じこもり傾向該当 該当なし 判定不能

ｎ=3908

1.5 

80.3 18.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

低栄養の傾向該当 該当なし 判定不能

ｎ=3908
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咀嚼機能の低下該当者は 34.8％となっています。 

 

 

口腔機能の低下該当者は 25.9％となっています。 

 

 

認知機能の低下該当者は 53.3％となっています。 

 

 

うつ傾向の該当者は 41.3％となっています。 

 

  

34.8 63.2

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

咀嚼機能の低下該当 該当なし 判定不能

ｎ=3908

25.9 70.9

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

口腔機能の低下該当 該当なし 判定不能

ｎ=3908

53.3 41.5 5.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

認知機能の低下該当 該当なし 判定不能

ｎ=3908

41.3 51.4 7.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

うつ傾向該当 該当なし 判定不能

ｎ=3908
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②日常生活評価 

手段的自立度（ＩＡＤＬ）については、「高い」が 83.4％、「やや低い」が 7.7％、「低い」

が 4.2％で、合わせて「低い」が 11.9％となっています。 

 

 

③社会参加評価 

〇「やや低い」と「低い」を合わせた「低い」は、知的能動性が38.5％、社会的役割が51.7％

となっています。 

 

知的能動性は、「高い」が 56.6％、「やや低い」が 24.4％、「低い」が 14.1％となってい

ます。 

 

 

社会的役割は、「高い」が 41.8％、「低い」が 28.5％、「やや低い」が 23.2％となってい

ます。 

 

  

4.2 7.7 83.4 4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

低い やや低い 高い 判定不能

ｎ=3908

14.1 24.4 56.6 4.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

低い やや低い 高い 判定不能

ｎ=3908

28.5 23.2 41.8 6.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

低い やや低い 高い 判定不能

ｎ=3908
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３ 在宅介護実態調査結果（抜粋） 

（１）世帯類型 

「単身世帯」が 35.0％と最も多く、「その他」が 31.5％、「夫婦のみ世帯」が 28.9％と

なっています。 

 

 

（２）家族や親族の介護の頻度 

「ない」が 35.9％と最も多く、「ほぼ毎日ある」が 32.4％、「週に１～２日ある」が 9.4％、

「家族・親族の介護はあるが、週に１日よりも少ない」が 7.7％、「週に３～４日ある」が

4.9％となっています。 

 

 

（３）主な介護者 

家族や親族が介護をしている方にたずねた主な介護者では、「子」が 50.0％と最も多く、

「配偶者」が 27.2％、「子の配偶者」が 11.6％、「兄弟・姉妹」及び「その他」が 2.6％と

なっています。 

 

  

35.0 28.9 31.5 4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単身世帯 夫婦のみ世帯 その他 無回答

ｎ=426

35.9 7.7 9.4 4.9 32.4 9.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ない 家族・親族の介護はあるが、週に１日よりも少ない

週に１～２日ある 週に３～４日ある

ほぼ毎日ある 無回答

ｎ=426

27.2 50.0 11.6

0.92.6 2.6

5.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

配偶者 子 子の配偶者 孫 兄弟・姉妹 その他 無回答

ｎ=232
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（４）訪問診療の利用の有無 

現在、訪問診療を「利用している」が 20.9％、「利用していない」が 73.9％となってい

ます。 

 

 

（５）主な介護者の勤務形態と仕事と介護の両立について 

①主な介護者の勤務形態 

「働いていない」が 41.8％と最も多く、「パートタイムで働いている」が 22.0％、「フ

ルタイムで働いている」が 19.8％となっています。 

 

②仕事と介護の両立の見込み 

就労している主な介護者にたずねた「今後も働きながら介護を続けていけそうか」では、

「問題はあるが、何とか続けていける」が 49.5％と最も多く、「続けていくのは、やや難

しい」が 20.6％、「問題なく、続けていける」が 10.3％、「続けていくのは、かなり難し

い」が 8.2％となっています。 

 

  

20.9 73.9 5.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

利用している 利用していない 無回答

ｎ=426

19.8 22.0 41.8

0.4

15.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

フルタイムで働いている パートタイムで働いている

働いていない 主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

ｎ=232

10.3 49.5 20.6 8.2

2.1

9.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい

主な介護者に確認しないと、わからない 無回答

ｎ=97
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③仕事と介護の両立に効果があると思う就労先からの支援 

就労している主な介護者にたずねた「勤め先からどのような支援があれば、仕事と介護

の両立に効果があると思うか」では、「介護休業・介護休暇等の制度の充実」が 38.1％と

最も多く、「介護をしている従業員への経済的な支援」が 32.0％、「制度を利用しやすい職

場づくり」が 30.9％、「労働時間の柔軟な選択」が 23.7％、「仕事と介護の両立に関する

情報の提供」及び「特にない」が 13.4％となっています。 

 

  

38.1 

32.0 

30.9 

23.7 

13.4 

10.3 

6.2 

6.2 

2.1 

13.4 

3.1 

13.4 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

介護休業・介護休暇等の制度の充実

介護をしている従業員への経済的な支援

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）

仕事と介護の両立に関する情報の提供

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど）

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

ｎ=97
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第３章 計画の基本的な考え方 

第１節 政策目標 

１ 基本理念 

本市は、高齢化率が令和５年(202３年)９月末で43.6％に達するなど、総人口の減少と

相まっての高齢化が大きく進んでいます。65歳以上人口は減少傾向にあるものの、高齢者

人口に占める75歳以上の後期高齢者の割合は今後も上昇する見込みであり、重度の要介

護者や医療と介護のサービスがともに必要な高齢者、認知症高齢者の増加が見込まれます。

一方、高齢者を支える現役世代は減少し、ひとり暮らし高齢者や夫婦のみの高齢者世帯の

増加に伴い、家族や親族の支え合いの機能が低下するとともに、過疎化の進行により、地域

の支え合い機能も低下していくことが予想されます。 

本市ではこれまで、高齢者が、可能な限り住み慣れた地域で、自立した日常生活を営むこ

とができるよう、医療、介護、介護予防、住まい、日常生活の支援が包括的に確保される「地

域包括ケアシステム」の推進に努めてきました。今後も人口減少と高齢化率上昇の傾向が続

き、令和22年（2040年）には高齢化率が50%を超えると予想される中、「支える側」「支

えられる側」という関係を超え、人と人がつながり、人と社会がつながり、一人ひとりが生き

がいや役割を持って支え合いながら住み慣れた地域でいきいきと尊厳をもって暮らしてい

くことのできる地域共生社会の実現を目指すことが重要です。 

地域包括ケアシステムのさらなる推進に取り組む本計画では、高齢者の自立支援と要介

護状態の重度化防止を図りながら介護保険制度の持続性を確保するとともに、高齢者も若

い世代もすべての人々が共につながり支え合ってサービス提供体制の充実を図り、「みんな

がともにつながり支え合い 高齢者も幸せに暮らせるまち みやづ」の実現を目指します。 

 

 

基本理念（目指すまちのすがた） 

 

 

 

 

 

 

  



第３章 計画の基本的な考え方 

32 

２ 基本目標 

「基本理念」の内容を実現するため、本計画では、次の４つの基本目標を掲げ、施策の方

向を明らかにするとともに、その総合的な展開を図ります。 

 

基本目標１ 

住み慣れた地域でいつまでも暮らせるまち 

高齢者ができるだけ長く健康で自立して生活し、また介護が必要な状態になっても、住み

慣れた地域で、いつまでも暮らせる社会づくりを目指します。 

 

 

基本目標２ 

ともにつながり支え合い自分らしく暮らせるまち 

支援が必要な高齢者を地域のみんなで支えていくための体制の充実や連携の強化を進

めるとともに、すべての世代がともにつながり支え合い、認知症になっても地域で自分らし

く暮らせるための取組を推進します。 

 

 

基本目標３ 

生涯現役でいきいきと暮らせるまち 

人生100年時代を豊かに生きるため、市民一人ひとりが健康及び介護予防の重要性を

自覚し、主体的に健康づくりに取り組むことを促すとともに、自立支援・介護予防の取組を

推進します。 

また、高齢者が地域社会で持てる力を十分に発揮する場の創出、提供に努めます。 

 

 

基本目標４ 

サービスを利用して安心して暮らせるまち 

介護や支援を必要とする高齢者に適切なサービスが提供できるよう、介護サービスの量

と質の維持、充実を図ります。 

また、介護福祉人材の確保と質の向上を図るとともに、介護業務の効率化を進めます。 
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第２節 施策の体系 

本計画の施策の体系は、次のとおりです。 
 

基本理念 

みんながともにつながり支え合い 高齢者も幸せに暮らせるまち みやづ 
     

■基本目標■  ■基本施策■  ■施策の展開■ 
     

１ 住み慣れた

地域でいつ

までも暮ら

せるまち 

 

１ 地域包括ケアシステム

の推進体制の充実 

 
(1)地域包括支援センターの機能強化 

(2)在宅医療・介護連携の推進 

(3)地域ケア会議の充実 

     

２ ともにつな

がり支え合

い自分らし

く暮らせる

まち 

 

１ 支え合いの仕組みづく

り 

 (1)生活支援サービス体制の充実と強化 

(2)地域で支え合うための担い手の育成と

連携強化 

(3)福祉のまちづくりの推進 

 

２ 認知症施策の推進 

 (1)認知症に対する正しい理解の普及と啓

発 

(2)認知症の予防と早期発見・早期対応 

(3)認知症の人とその家族への支援と相談

体制の充実 

(4)認知症の人にやさしい地域づくり 

 
３ 権利擁護の推進 

 (1)成年後見制度の推進 

(2)権利擁護事業の推進 
     

３ 生涯現役で

いきいきと

暮らせるま

ち 

 

１ 健康づくりの推進 

 (1)運動による健康づくりの推進 

(2)食による健康づくりの推進 

(3)病気の予防・早期発見の推進 

 

２ 自立支援・介護予防の推

進 

 (1)介護予防・日常生活支援総合事業の推

進 

(2)高齢者の保健事業と介護予防の一体的

実施 

 
３ 高齢者の社会参加の促

進 

 (1)高齢者の生きがいづくりの推進 

(2)社会活動への参加の促進 

(3)高齢者の就労支援 
     

４ サービスを

利用して安

心して暮ら

せるまち 

 

１ 適切な介護サービス等

の提供 

 (1)居宅サービスの提供 

(2)地域密着型サービスの充実・提供 

(3)施設サービスの提供 

(4)重度化防止のための介護予防サービス

の提供 

(5)その他の介護、高齢者福祉施策の充実 

(6)介護サービスの円滑な運営 

(7)制度内容の周知と利用意識の啓発 

(8)災害や感染症に対する備え 

 
２ 介護・福祉を支える人材

の確保 
 

(1)福祉需要に対応する人材の確保と資質

の向上 

(2)介護業務の効率化及び質の向上 
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 重点施策 

 

地域包括支援センターの機能強化や、各関係機関及び庁内関係部署との一層の連携強化を図ります。 

医療や介護、福祉等の多職種の連携や地域ケア会議等の更なる充実を図り、地域包括ケアシステムの推進体制の充

実を図ります。 

〇地域包括支援センターの機能強化 
〇在宅医療・介護連携の推進 
〇地域ケア会議の充実 

地域包括ケアシステムの推進体制の充実 

１ 住み慣れた地域でいつまでも暮らせるまち 

 

高齢者が安心して生活できるよう、身近な地

域で生活支援サービスを提供する体制の構築・

充実を図ります。 

地域福祉活動を展開する関係機関や団体との

連携を強化し、地域活動の担い手等を育成する

とともに、地域における支え合い・助け合いの

仕組みづくりを推進します。 

〇生活支援サービス体制の充実と強化 

〇地域で支え合うための担い手の育成
と連携強化 

支え合いの仕組みづくり 
 

認知症予防の取組とともに認知症になっても希望を持って日

常生活を過ごせる社会を目指し、認知症の人や家族の視点を重

視しながら「共生」と「予防」を両輪として、「認知症の人にや

さしい地域づくり」を推進します。 

〇認知症の予防と早期発見・早期対応 
〇認知症の人とその家族への支援と相談体制の充実 

認知症施策の推進 

 

認知症の人や知的障害、精神障害のある人の権利を守るため、

成年後見制度や日常生活自立支援事業の普及と利用促進を図り

ます。 

〇成年後見制度の推進 

権利擁護の推進 

２ ともにつながり支え合い自分らしく暮らせるまち 

 

住民健診の受診率向上と健診後の保健指導の実

施率向上を図り、生活習慣病の予防を推進します。 

〇病気の予防・早期発見の推進 

健康づくりの推進 
 

高齢者の自立した日常生活の支援や介護予防、要介護状

態の改善・重度化防止に向け、多様な担い手によるサービス

提供の充実と自立支援・介護予防の取組を推進します。 

フレイル対策として、後期高齢者に対する保健事業を実

施、充実します。 

〇介護予防・日常生活支援総合事業の推進 
〇高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

自立支援・介護予防の推進 

３ 生涯現役でいきいきと暮らせるまち 

 

介護・福祉人材を確保するため、「京都府北部福祉人材養成システム」を京都府及び近隣市町と共同して推進し、福

祉人材の実習拠点である宮津総合実習センターの運営を支援します。 

資格取得に要する費用への補助制度等を継続して実施し、介護従事者のスキルアップを支援します。 

〇福祉需要に対応する人材の確保と資質の向上 

介護・福祉を支える人材の確保 

４ サービスを利用して安心して暮らせるまち 
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第４章 施策の展開 

第１節 住み慣れた地域でいつまでも暮らせるまち 

１ 地域包括ケアシステムの推進体制の充実 

【主な取組状況と課題】 

○本市の地域包括支援センターは、北部圏域と南部圏域の２か所に設置しており、高齢者

の総合的な相談支援の窓口として、その機能の充実を図ってきました。 

○地域ケア会議や研修等を開催し、医師・看護師・薬剤師・介護専門職等、在宅療養に携

わる専門職や民生児童委員と連携して事例検討などを行い、地域課題の把握・対応を進

めてきました。高齢者の健康維持増進の観点から、口腔ケアや栄養指導なども重要であ

り、歯科医師や栄養士との連携など、更に多職種の連携を充実していく必要があります。 

〇令和２年(2020年)７月から退院支援相談窓口を設置し、病院(医療機関)や医師会等とも

連携しながら、在宅医療と介護の連携に関する相談の受付、調整、情報提供等の支援を

行ってきました。 

〇令和４年度(2022年度)の介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の調査結果によると、本市

の高齢者のうちひとり暮らし及び高齢者夫婦世帯は合計で66％を超過しています。また、

高齢者の権利を擁護するための成年後見制度の申立てや高齢者虐待への対応等、支援を

必要とする高齢者の数は増加しています。 

〇住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることを目指す地域包括ケアシステムの更な

る推進が求められています。 

【ニーズ調査等の結果】 

〇介護が必要となったときに暮らしたい居場所について、「自宅」が45.1％で最も多く、

次いで「特別養護老人ホームなどの介護保険施設」の24.0％となっています。 

○ニーズ調査、在宅介護実態調査とも、住み慣れた地域でいつまでも安心して過ごすため

に必要なことは、「安心して医療が受けられること」が最も多くなっています。 

○訪問診療を利用している在宅の要介護認定者は20.9％となっています。 
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【施策の目標と方向性】 

〇高齢化が進む中、複雑・複合化した課題や支援ニーズに対応するため、地域包括支援セ

ンターの機能強化を図るとともに、各関係機関や庁内関係部署との一層の連携強化を図

ります。 

〇医療や介護、福祉等の多職種の連携や地域ケア会議等の更なる充実を図り、地域包括ケ

アシステムの体制の充実を図ります。 

 

参考：地域包括ケアシステム 

○重度な要介護状態になっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期ま

で続けることができるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援が一体的に提供さ

れるような、包括的な支援・サービス提供体制のことを言います。 

○本市では、地域包括ケアシステムの構築（体制づくり）を進め、北部圏域と南部圏域

に設置した、「宮津北部地域包括支援センター」、「宮津市地域包括支援センター」を

中心にその取組を行っています。 

 

地域包括ケアシステムの姿 
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【展開する施策】 

（１）地域包括支援センターの機能強化 【重点施策】 

地域包括ケアシステム推進の中核機関である地域包括支援センターにおいて、8050問

題をはじめとした複雑・複合化した課題や支援ニーズを抱える高齢者などに適切に対応す

る必要があり、保健、医療、福祉、介護、その他の関係機関との連携を深め、地域支援の力を

発揮できるよう、地域包括ケアシステムの充実に向けて、一層の機能の強化を図ります。 
 

①介護予防ケアマネジメントの推進 

 対象者自らが主体的に介護予防に取り組むことができるよう、個別ケア会議の開催な

どを通じて、自立支援・重度化防止に視点を置いた介護予防ケアマネジメントの質の向

上を図ります。 

 

②総合相談・支援業務の充実 

 本人や家族、地域の方などからの相談にワンストップで対応できるよう、相談への対応

力や、関係機関との連携を強化し、適切なサービスや制度の利用につなぎます。 

 また、市全体で複雑・複合化した課題を抱える世帯等を包括的に支援するため、各相談

機関が連結し連動する重層的支援体制の構築を推進します。  

 

③権利擁護業務の推進 

 高齢者虐待の防止、早期発見、早期対応を行うとともに、成年後見支援センターや運営

協議会と連携し、日常生活自立支援事業、成年後見制度などの権利擁護を目的とした

サービスや制度の利用促進を図ります。 

 

④包括的・継続的ケアマネジメント業務の推進 

 複雑・複合化した課題や支援ニーズを抱える対象者に対し、包括的・継続的なケアマネ

ジメントを実施できるよう、介護支援専門員への支援などを通して関係機関との連携

を強化します。 

 

数値目標 

（指標） 

実績 計画 

令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023年度) 

見込み 

令和６年度 
(2024 年度) 

令和７年度 
(2025 年度) 

令和８年度 
(2026 年度) 

総合相談件数 

（延べ件） 8,930 13,650 13,700 13,800 13,800 
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（２）在宅医療・介護連携の推進 【重点施策】 

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の

最期まで続けることができるよう、在宅医療と介護を一体的に提供し、切れ目のない支援

体制の構築を推進するために住民や地域の医療・介護関係者と目指すべき姿を共有し、医

療機関や介護サービス事業所など多職種の連携を推進します。 

 

①在宅療養多職種連携の推進 

 京あんしんネットなども活用した多職種の連携・協働により、切れ目のない支援が効果

的・効率的に提供できる体制を強化します。 

 市民が主体的に在宅療養について考え、自らが望む在宅療養を実現できるよう、医師

会などとも連携し、人生会議(アドバンス・ケア・プラニング)や「マイホームミクス

(Miyazu Yosa Home Medical Care Strategy( 宮津・与謝地域の在宅医療戦

略))」の普及・啓発を行うとともに、在宅医療・介護連携シンポジウムを開催し、その目

指すべき姿を共有します。 

 ホームページ等を利用し、地域の医療や介護サービスに関する情報を広く周知してい

きます。 

 

②医療と介護の連携強化 

 人口減少が進む地域においても、必要となる医療・介護のサービスを提供できるよう、

広域(二次医療圏内（丹後圏内）)における医療機関や介護事業所などとの連携を強化

します。 

 京都府立医科大学附属北部医療センターの地域医療連携室や入退院支援センターな

どと連携するとともに、退院支援相談窓口において、退院後の生活や医療に関する相

談・支援を行います。 

 

 

数値目標 

（指標） 

実績 計画 
令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023年度) 

見込み 

令和６年度 
(2024 年度) 

令和７年度 
(2025 年度) 

令和８年度 
(2026 年度) 

(実態調査)人生の最終段階での医療について家族などと話し合った経験のある高齢者の割合 

（％） 42.1 - - 49.5 - 

自宅死及び老人ホーム死の割合 

（％） 42.2※ - 44.0 45.0 46.0 

※令和 3年度（2021年度）の数値 
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（３）地域ケア会議の充実 【重点施策】 

医療・介護などの多職種が協働して個別課題の解決を図るとともに、ケアマネジメントの

実践力の向上や関係機関の連携を強化するため個別ケア会議を開催します。 

また、個別事例の課題の分析から、地域に共通する課題を発見し、地域づくり、政策形成

へ向けた検討を行います。 

 

①個別ケア会議の充実 

 個別事例の検討と課題解決を図る中で、関係機関の連携を更に強化するとともに、高

齢者の自立支援に資するケアマネジメントの向上を図ります。 

 

②地域ケア会議の充実 

 個別事例の検討を通し、地域に必要な社会資源の開発に取り組むとともに、地域づく

りや政策の形成に向けた検討を行う地域ケア会議を充実していきます。 

 多職種の連携について、口腔や栄養の課題にも対応できるよう、歯科医師や栄養士等

との連携を進めます。 

 

数値目標 

（指標） 

実績 計画 
令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023年度) 

見込み 

令和６年度 
(2024 年度) 

令和７年度 
(2025 年度) 

令和８年度 
(2026 年度) 

個別ケア会議件数(新規) 

（件） 2 2 3 3 4 

地域ケア会議の参加人数 

（人） ※296 225 230 235 240 

※令和 4年はオンラインでの開催、令和 5年以降は対面開催 
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第２節 ともにつながり支え合い自分らしく暮らせるまち 

１ 支え合いの仕組みづくり 

【主な取組状況と課題】 

○高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、地域住民がともにつながり支え合

い、助け合う地域づくりを進めていくことが重要です。高齢者の自主性や主体性を尊重

しながら、高齢者の知識、経験や能力を社会の様々な分野に活かせるよう取組を推進す

ることで、ひいては、介護予防・健康づくりにつながるため、高齢者が主体的に取り組

むことができる体制づくりが必要となります。そういった体制づくりを行うため、宮津

市地域包括支援センターに第１層の生活支援コーディネーターを配置し、地域の課題や

生活支援ニーズ等の把握・情報共有を行うための第１層協議体を設置しています。 

〇また、北部・南部の日常生活圏域ごとに第２層協議体（生活支援サービス研究会）を設

置し、それぞれに配置した第２層生活支援コーディネーターを中心に、関係者間で情報

交換や連携を深め、地域における高齢者の生活・社会参加の支援につながる取組を進め

ているところです。引き続き、必要となる生活支援サービスの開発やその担い手の養成

を進めていくことが必要です。 

○子どもから大人まですべての地域住民が、高齢者への理解を深め、日頃の安否確認や見

守り、声かけなど地域が一体となって高齢者を支える活動を推進していくことが必要で

す。 

○制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、 地域住民や

地域の多様な主体が 『我が事』として参画し、高齢者を含め人と人、人と資源が世代

や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりが生きがいや役割を持ち、

助け合いながら暮らしていくことのできる地域共生社会の実現が求められています。 

【ニーズ調査等の結果】 

〇要介護認定を受けている方が在宅生活の継続に必要と感じるサービスは、「外出同行（通

院、買物など）」「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」「配食」「見守り、声か

け」となっています。 

○心配事を聞いてくれる人又は聞いてあげる人は、いずれも「配偶者」や「友人」が多く

なっています。また、看病や世話をしてくれる人又はしてあげる人も、ともに「配偶者」

が最も多くなっています。一方、「近隣」を選択する割合は、配偶者や子ども、友人な

どに比べ全般的に低く、「そのような人はいない」が6.6％みられます。 

○健康づくり活動や趣味等のグループ活動を企画・運営したい、してもよいと思っている

人の割合は、33.6％となっています。  



 

41 

【施策の目標と方向性】 

〇高齢者が安心して生活できるよう、身近な地域で生活・社会参加の支援につながる取組

の充実と強化を図ります。 

〇関係機関や団体と連携して、地域における支え合い・助け合いの取組を推進していきま

す。 

〇支援を必要とする高齢者や障害のある方への理解を深め、共に支えあう地域づくりを目

指して、福祉意識の向上を図ります。 

 

【展開する施策】 

（１）生活支援サービス体制の充実と強化 【重点施策】 

日常生活圏域を対象とした第２層協議体(生活支援サービス研究会)において、「生活支

援コーディネーター」を中心に、引き続き地域において、高齢者の生活・社会参加の支援に

つながる取組を行う団体やグループの育成を図るとともに、地域の課題や実情に応じた具

体的な活動につながるよう支援します。 

 

①地域住民を主体とした生活・社会参加の支援につながる取組の充実と強化 

 生活支援コーディネーターと第２層協議体を中心とした活動に係る住民への普及啓発

と住民主体の支え合い活動を支援します。 

 元気な高齢者や住民ボランティアなどの活動を支援するとともに、生活・社会参加の支

援の担い手の養成を図り、生活支援サービスを提供する体制の強化につなげます。 

 住民主体の支え合い活動の仕組みづくりを行い、日常の外出や移動など生活上の困り

ごとを助ける生活支援サービスの充実を図ります。 

 

 

数値目標 

（指標） 

実績 計画 

令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023年度) 

見込み 

令和６年度 
(2024 年度) 

令和７年度 
(2025 年度) 

令和８年度 
(2026 年度) 

新規の生活・社会参加の支援につながる取組の累計数 

（件） 15 19 22 24 24 
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（２）地域で支え合うための担い手の育成と連携強化 【重点施策】 

地域福祉活動を展開する宮津市社会福祉協議会や宮津市民生児童委員協議会など、それ

ぞれの関係機関や団体との連携を強化し、地域活動の担い手やボランティアを育成すると

ともに、地域における支え合い・助け合いの仕組みづくりを推進します。 

 

①地域福祉活動への支援 

 宮津市社会福祉協議会が行う住民主体の地域の助け合い、見守り活動や住民参加型

の在宅福祉サービス事業などを支援します。 

 宮津市社会福祉協議会による市民のボランティアに関する意識の高揚と積極的な参加

を促し、地域で活動する人材の発掘・育成に努めるボランティア振興事業を支援すると

ともに、継続的に活動できるよう、地域団体などと連携し、環境づくりに努めます。 

 地域の高齢者や介護家族等の見守り、支え合いやボランティア活動に取り組む民生児

童委員及び老人クラブの活動を支援します。 

 高齢者が介護予防や健康づくりに主体的に関わり、就労やボランティア等を通して、地

域福祉活動の担い手として積極的に参加できるよう支援します。また、ボランティアポ

イント制度の導入について検討します。 

 

②災害時要配慮者への支援 

 災害時において要配慮者への早期連絡、避難誘導、安否確認の体制づくりを図るため、

災害対策基本法及び宮津市地域防災計画に基づく災害時要配慮者名簿の作成と、要

配慮者の個別避難計画の作成に努めます。 

 地域と関係機関・団体等による要配慮者支援に向けた連絡会議を開催し、意見交換、

情報共有、研修等を行います。 

 災害時の要援護者の避難施設として、特別養護老人ホームなど福祉避難所の確保を進

めます。 

  



 

43 

（３）福祉のまちづくりの推進 

高齢者や障害のある人など支援を必要とする人への理解を深め、共に支え合う気持ちを

持てるよう、市民の福祉意識の醸成を図ります。 

また、高齢者をはじめ、すべての市民が利用しやすい施設等の整備・充実に努め、地域住

民と協働して、ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯の人が災害や犯罪等から守られ、安全で安

心して生活できる地域づくりを推進します。 
 

①福祉意識の向上 

 次代を担う小中学生を対象に認知症サポーター養成講座や福祉体験学習等の福祉教

育を推進するほか、広く市民向けの講座等を実施し、高齢者や障害のある方への理解

を深めます。 

 地域行事やボランティア活動への参加を促進し、地域を支える一員としての意識向上

を図ります。 

 

②住みよいまちづくりの推進 

 ホームページ・パンフレット等を活用し、ノーマライゼーションやバリアフリー化、ユニ

バーサルデザインの普及啓発に努めます。 

 介護予防安心住まい改修費補助金により、住宅のバリアフリー化を支援します。 

 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」、「京都府福祉のまちづくり

条例」等に基づき、公共施設のバリアフリ－化を推進します。 

 高齢者が利用しやすい移動手段を確保するため、福祉有償運送や公共交通空白地有償

運送等への支援を行うほか、宮津与謝エリア上限 200円バスや高齢者片道上限 200

円レールを実施します。 

 

③暮らしの安全確保 

 高齢者等見守りネットワーク参画事業所との連携や認知症高齢者等 SOSネットワーク

(外出後、戻れなくなった際のメール配信先)の拡大により、高齢者等の見守りの充実

を図ります。 

 防災意識の普及啓発を行うとともに、地域の自主防災組織への支援や災害時要配慮

者への支援など、防災対策の充実を図ります。 

 各地区あんしんステーションや防犯推進委員協議会、青色防犯パトロール、民生児童委

員の訪問活動など、市民の支え合いによる防犯対策を推進するとともに、宮津与謝消

費生活センターなど関係機関と連携して、悪徳商法等の消費者被害の防止を図ります。 

 警察や関係団体と連携して交通安全教室や高齢者事故防止啓発活動を実施し、交通安

全対策を推進します。  
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２ 認知症施策の推進 

【主な取組状況と課題】 

○本市では、認知症に対する正しい理解の普及と啓発を進めるため、市内の小中学校や高

等学校、事業所において認知症サポーター養成講座を開催するほか、高齢者等見守り

ネットワーク参画事業所など(地域住民や職域も含むため)を対象に認知症研修を実施

してきました。 

○コロナ禍を経過後、市内６ヶ所のうち５ヶ所で認知症カフェを再開し、認知症予防の取

組を行っているほか、認知症の人やその家族が集い交流する機会及び専門職や認知症介

護経験者による相談支援を受けられる機会を提供してきました。また、再開できていな

い１ヶ所についても令和６年度に再開予定です。 

○住民健診等の場を活用し、｢もの忘れチェック｣や｢もの忘れ相談プログラム｣などの簡易

テストを実施し、対象者の抽出や個別訪問を行うなど、認知症の早期発見、早期対応に

努めています。 

○認知症初期集中支援チームにより、認知症の疑いのある人、認知症初期の人及び医療や

介護等のサービス利用につながりにくい方への個別の支援を実施しています。 

○今後も引き続き、認知症に対する正しい知識と理解に基づく本人や家族へのきめ細かな

支援を包括的・継続的に実施していくことが重要です。加えて、認知症の人やその家族

の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることができる

よう、取組を進めていく必要があります。 

【ニーズ調査等の結果】 

○認知機能の低下リスクのある割合は、75～79歳で51.7％となり、年齢が上がるにつれて

上昇傾向にあります。 

○認知症に関する相談窓口を知っている人は29.6％で、前回調査の31.3％より減少してい

ます。 

○自身又は家族に認知症の症状があるとの回答は、全体の9.4％で約１割弱となっていま

す。 

○自身や家族が認知症になったときに不安なことは、「家族や周りの人に負担や迷惑をか

けること」や「物事の判断や理解ができなくなったり体の自由がきかなくなること」が

上位となっています。 
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【施策の目標と方向性】 

○令和５年(2023年)６月に公布された「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」

における基本理念に基づき、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことが

できるよう、認知症を予防し、認知症の人や家族の視点を重視しながら「共生」と「予

防」を両輪として、「認知症の人にやさしい地域づくり」を推進します。 

○認知症への正しい理解の普及啓発を一層推進するとともに、早期発見・早期対応に向け

た取組を実施します。 

○チームオレンジの取組推進や相談支援体制の充実など、認知症の人やその家族に対する

支援を継続的に進め、認知症との共生を目指して取組を実施していきます。 

【展開する施策】 

（１）認知症に対する正しい理解の普及と啓発 

認知症は誰もがなり得る病気であり、家族や身近な人が認知症になることなども含め、

多くの人にとって身近なものとなっています。そのため、認知症の人やその家族が住み慣

れた地域で尊厳を保ち、希望を持って暮らし続けるためには、地域住民の認知症への理解

を深めます。 

 

①認知症に関する正しい理解の普及・啓発 

 引き続き、市内の小中学校、高等学校、事業所に加え、自治会等地域住民を対象に認知

症サポーター養成講座を開催します。 

 多くの市民が認知症サポーター養成講座を受講できるよう、介護保険サービス事業所

や京都府と連携し、キャラバン・メイト養成講座の開催及びその活動を支援します。 

 保健所や図書館などと連携したアルツハイマーデー及び月間の啓発を継続します。 

 

（２）認知症の予防と早期発見・早期対応 【重点施策】 

生活習慣病の予防、社会参加による社会的孤立の解消や役割の保持等の取組を通じ、認

知症の発症遅延や発症リスクを低減させる一時予防の取組を推進します。 

また、認知症への早期の気づきは、治療できる病気の発見や、認知症の進行を緩やかに

することを可能にします。そのため、認知症の予防や早期発見・早期対応(受診など)の重要

性を啓発することが必要です。 

さらに、認知症の人や家族などに早期に関わり、継続的な医療サービスや適切な介護保

険サービスの利用につなげる認知症初期集中支援チームによる訪問活動のほか、かかりつ

け医や認知症疾患医療センター、地域包括支援センターなどと連携した早期発見・早期対応

の取組を推進します。  
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①認知症予防事業の推進 

 特定保健指導の個別訪問等により、生活習慣病予防を推進することにより、認知症の

一次予防に取り組みます。 

 引き続き、認知症カフェの取組を推進するとともに、関係機関とも連携しながら、地域

の集まりやサロンへの講演会や出前講座等を実施します。 

 

②認知症の早期発見・早期対応の推進 

 住民健診やイベントなどの機会を活用して、もの忘れチェックシートやもの忘れ相談プ

ログラムを実施するなど、早期発見・早期対応につなげます。 

 認知症初期集中支援チームによる支援や関係機関との連携を強化するなど、早期発

見・早期対応の二次予防に積極的に取り組みます。 

 

 

数値目標 

（指標） 

実績 計画 
令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023年度) 

見込み 

令和６年度 
(2024 年度) 

令和７年度 
(2025 年度) 

令和８年度 
(2026 年度) 

認知症サポーター養成者数 

（人） ※ 357 241 270 290 300 

認知症初期集中支援延べ訪問数 

（回） 28 30 32 34 34 

※令和 3年度講座未実施の学校（対象者 120人）も含めた受講者数 
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（３）認知症の人とその家族への支援と相談体制の充実 【重点施策】 

かかりつけ医、地域包括支援センター、認知症地域支援推進員、認知症初期集中支援チー

ム、認知症疾患医療センターなどと連携し、認知機能低下のある人（軽度認知障害（ＭＣＩ）含

む）や認知症の人やその家族に対する相談支援体制の強化を図ります。 

また、認知症の人やその家族の負担軽減を図るため、認知症カフェの開催やチームオレン

ジの活動を支援します。 

 

①認知症の人とその家族への支援の充実 

 かかりつけ医をはじめとする関係機関と連携し、認知症の人やその家族に対する相談

支援体制を強化します。 

 近隣市町と連携し、本人ミーティングを開催するなどにより、認知症の人やその家族の

社会参加やその活動を支援します。 

 認知症カフェを開催し、認知症予防の取組を行うとともに、認知症の人やその家族が

集い交流する機会や専門家や認知症介護経験者による相談・支援の機会により、その

負担の軽減に努めます。 

 認知症サポーターなどがチームを組み、地域で認知症の人やその家族の支援ニーズに

合った具体的なサポートを行うチームオレンジの活動を支援します。 

 

 

数値目標 

（指標） 

実績 計画 
令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023年度) 

見込み 

令和６年度 
(2024 年度) 

令和７年度 
(2025 年度) 

令和８年度 
(2026 年度) 

認知症カフェ参加者のべ人数 

（人） 116 450 470 500 500 

 

 

（４）認知症の人にやさしい地域づくり 

認知症になってからも、生活のあらゆる場面で、できる限り住み慣れた地域で普通に暮

らし続けていくための障壁を減らしていく「認知症バリアフリー」の取組を関係機関が連携

し推進します。 

 

①認知症との共生の推進 

 地域での見守りや意識向上のための啓発活動を実施します。 

 高齢者等見守りネットワークの参画事業所を増やすとともに、連携強化に向けた研修

を実施します。  
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②認知症高齢者の安全確保 

 認知症高齢者等 SOS ネットワーク構成機関(外出後、戻れなくなった際のメール配信

先)の拡大により、高齢者等の見守りの充実を図ります。 

 認知症高齢者位置探索サービス(GPS)利用支援事業などＩＣＴを利用した認知症高齢

者の見守りを支援します。 

 

３ 権利擁護の推進 

【主な取組状況と課題】 

○認知症高齢者やひとり暮らし高齢者の増加に伴い、成年後見制度を必要とする方が増え

ています。 

○国においては、平成28年(2016年)に「成年後見制度の利用の促進に関する法律」が施行

されました。本市においては、令和４年（2022年）健康福祉部内に成年後見支援センター

を設置し、制度の周知や相談機能の強化など利用促進の取組を進めています。 

○本市では、地域包括支援センターを高齢者虐待の通報等窓口と位置づけ、専門職を配置

して高齢者虐待への迅速かつ適切な対応と養護者への支援を行っています。 

○高齢化の進行に伴い、権利擁護の相談件数は増加しています。高齢者が「成年後見制度」

や「日常生活自立支援事業」を円滑に利用できるよう、地域包括支援センターや関係機

関との一層の連携を進める必要があります。 

【ニーズ調査等の結果】 

○成年後見制度を「知っている」は29.0％、「聞いたことがある」は33.8％、「知らない」

は27.5％で、利用にあたっての問題点は、「成年後見人を専門家に任せた場合、報酬が

必要となること」「手続きが複雑であること」「制度の利用方法がよく分からないこと」

が上位となっています。 

【施策の目標と方向性】 

〇周知広報等により成年後見制度への理解を深め、支援を必要とする方の制度の利用促進

を図ります。 

〇高齢者虐待への啓発を進めるとともに、関係機関との連携の強化により虐待の防止と早

期対応を図ります。 
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【展開する施策】 

（１）成年後見制度の推進  【重点施策】 

認知症の人や知的障害、精神障害のある人の権利を守るため、法律面や生活面で本人を

支援する成年後見制度や、日常生活自立支援事業の普及と利用の促進を図ります。 

 

①成年後見制度の利用促進 

 制度や相談支援について周知・広報を積極的に行います。また、専門職による講演会や

出前講座を開催します。 

 成年後見支援センター運営委員会や協議会を通した専門職による個別ケース(困難

ケースへの対応を含む)への支援や地域連携ネットワークの強化を推進します。 

 対象者本人に代わり審判請求の申立てを行う親族がいない場合は、市長がその申立て

を行い、その費用の支払が困難な方に対しては、適切な費用の助成を行います。 

 親族後見人などへのサポートや法人後見人等を含めた成年後見制度の担い手の養成

について検討を進めます。 

 

②日常生活自立支援事業の推進 

 判断能力が不十分な人の福祉サービスの利用援助と金銭管理、書類等の預かりを行う

日常生活自立支援事業の推進に努めます。 

 

（２）権利擁護事業の推進 

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」の趣旨を踏まえ、地

域住民への高齢者虐待の相談・対応窓口や理解促進のための啓発を推進します。 

また、地域の関係機関や団体とのネットワークを強化し、虐待や消費者被害の早期発見・

早期対応ができる体制を強化します。 

 

①高齢者虐待の防止の推進 

 高齢者虐待の早期発見、早期支援のため、地域住民に対する窓口の周知や高齢者虐待

防止ネットワークなど関係機関との連携を強化します。 

 高齢者虐待は自覚がない場合もあることを踏まえ、広報誌みやづなどの広報・啓発活

動により、意識の啓発を強化します。 

 虐待の通報や届出があった場合は、関係機関と連携して速やかに高齢者の安全確認等

の早期対応ができる体制の充実を図ります。 

 介護保険施設の従事者等への虐待防止研修を継続して実施します。  
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②消費者被害の未然防止の取組の推進 

 宮津与謝消費生活センターと連携し、消費者被害防止に向けた取組を推進します。 

 

 

数値目標 

（指標） 

実績 計画 
令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023年度) 

見込み 

令和６年度 
(2024 年度) 

令和７年度 
(2025 年度) 

令和８年度 
(2026 年度) 

成年後見制度に係る講演会や出前講座の開催回数 

（回） 2 2 2 2 2 

施設従事者等への虐待防止研修 

（回） １ １ １ １ １ 
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第３節 生涯現役でいきいきと暮らせるまち 

１ 健康づくりの推進 

【主な取組状況と課題】 

○健康寿命の延伸、健診受診率の向上等を目標に掲げた「いきいき健康長寿のまち“みや

づ”推進プラン」に基づき、幅広い視点から市民の健康づくりを推進してきました。 

○健康づくり運動として、各地区公民館単位での健康広場活動に対する支援などにより、

歩くことを中心とした運動の習慣化を推進してきました。また、食による健康づくりと

して、宮津市食生活改善推進員協議会と協働して、食生活の改善指導を行ってきました。 

○健診受診率向上のため、申込方法の工夫や冬季の婦人科検診、大腸がん検診の追加実施

など受診者の増加に努めています。今後も、受診勧奨の強化、受診しやすい環境づくり

が必要です。 

〇特に高齢期を迎えると、加齢や病気により心身機能・生活機能・社会的機能の３つの機

能が徐々に低下して要介護状態に近づくフレイル状態となる傾向が高くなり、その予防

が重要となっています。 

【ニーズ調査等の結果】 

○健康状態が「とてもよい」「まあよい」と回答した割合は75.5％、「あまりよくない」

「よくない」と回答した割合は19.9％となっています。 

○運動機能の低下をはじめ、口腔機能の低下、閉じこもり、認知機能の低下などのリスク

は、80歳代を境に高まる傾向があります。 

○幸福度を10点満点で点数化してもらったところ、「8点」が19.8％と最も多く、次いで

「5点」19.2％、「10点」14.3％、「7点」14.0％、「6点」及び「9点」8.8％で、総じて

５点以上となっています。 

〇65歳以上のどの年代においても、うつ傾向のある割合が４割程度を占めています。 

○要介護認定を受けていない高齢者の現在治療中の病気は、「高血圧」が約４割と最も多

く、次いで「目の病気」「高脂血症」「糖尿病」「心臓病」「筋骨格の病気（骨粗しょ

う症、関節症等）」となっており、生活習慣病は少なくありません。 

○健康づくり活動や趣味等のグループ活動への参加意向は半数を超え、65～84歳までの年

代層の活動意欲が高くなっています。 
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【施策の目標と方向性】 

○様々な機会を通じて、市民の健康づくり意識の高揚を図り、運動や食による健康づくり

を推進します。 

〇健診受診率向上と健診後の保健指導の実施率向上を図り、生活習慣病の予防を推進しま

す。 

〇健康保持には、住民一人ひとりの自主的な行動が不可欠であることから、生活習慣の改

善や関連疾病等について情報発信を行い、健康に対する意識の醸成に取り組みます。 

【展開する施策】 

（１）運動による健康づくりの推進 

健康に日常生活を送ることのできる健康寿命を延伸するため、運動するきっかけづくり

や運動できる環境づくり、運動の習慣化を促進する取組を推進します。 

 

①運動の習慣化の促進 

 地区サロン活動等へ健康運動指導士や保健師を派遣し、運動への関心と意欲を高める

ことにより、運動の習慣化を促進するとともに、地域の主体的な運動の取組を支援し、

その活性化を図ります。 

 歩く健康づくりのシンボルイベント「天橋立ツーデーウォーク」の開催を支援します。 

 

（２）食による健康づくりの推進 

宮津市食生活改善推進員協議会と協働して、減塩や低栄養の防止などバランスの良い食

生活の普及、食生活の改善を図り、生活習慣病及びフレイル予防を進めます。 

 

①食生活改善の推進 

 市民向けの食生活改善講習会を開催します。また、指導に当たる食生活改善推進員の

知識や技能を高めるための研修会を開催するとともに、新規会員獲得のため養成講座

を開催します。 

 健康に関するレシピを広報誌やホームページで紹介するなど、積極的に取組をＰＲしま

す。 

 減塩や低栄養の防止を中心とした食生活の改善を推進し、生活習慣病及びフレイル予

防を図ります。 
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②口腔ケア対策の推進 

 市民向け口腔ケア講座の開催や地区サロン活動等への歯科衛生士の派遣により、口腔

ケアの意識啓発を図ります。 

 

（３）病気の予防・早期発見の推進  【重点施策】 

住民健診の受診率を高め、病気の早期発見、早期治療を推進します。また、健診後の保健

指導により、生活習慣病の予防を図ります。 
 

①生活習慣病の予防 

 特定健診・健康診査の受診率向上のため、受診勧奨を工夫するとともに、受診しやすい

環境づくりを図ります。 

 健診後の個別保健指導の実施率向上に努めます。 

 糖尿病重症化予防のため、医療が必要な方及び医療中断者への受診勧奨を行うとと

もに、かかりつけ医と連携します。 

 高血圧症等重症化予防のため、受診勧奨や保健指導を行います。 

 

②がんの早期発見・早期治療 

 特定健診等と一体的にがん検診の受診率の向上を図り、早期発見・早期治療につなげ

ます。 

 胃がん検診内視鏡検査実施に向けた検討を行います。 

 

③感染症防止対策 

 季節性インフルエンザワクチンや肺炎球菌ワクチンなどの予防接種制度の周知を行い

ます。 

 新型コロナウイルス感染症の予防対策など必要な情報を適切に提供し、感染症予防と

感染拡大防止に努めます。 

 

数値目標 

（指標） 

実績 計画 
令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023年度) 

見込み 

令和６年度 
(2024 年度) 

令和７年度 
(2025 年度) 

令和８年度 
(2026 年度) 

特定健診受診率 

（％） ※ - 57.0 60.0 60.0 

特定保健指導の実施率 

（％） ※ - 55.0 60.0 60.0 

特定保健指導対象者の割合 

（％） ※ - 12.0 11.0 11.0 

※令和４年実績データが提供され次第記載  
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２ 自立支援・介護予防の推進 

【主な取組状況と課題】 

○本市では、介護予防・日常生活支援総合事業において、訪問介護相当サービス、通所介

護相当サービスのほか、宮津与謝広域シルバー人材センターや宮津市社会福祉協議会を

担い手として、緩和した基準による訪問型サービスＡと通所型サービスＡを実施してい

ます。 

○65歳以上の方なら誰でも参加できる一般介護予防事業では、介護予防運動教室や地域の

サロン活動といった身近な場において転倒予防教室や口腔機能向上教室、食生活改善講

習会などを実施しています。 

○住民主体による訪問型サービスＢや通所型サービスＢ、令和元年度（2019年度）限りで

休止となった短期集中予防サービス（通所型サービスＣ）は、現在市内では行われてい

ませんが、今後もニーズに合ったサービスを提供していく必要があります。 

○高齢化の進展に伴い、支援を必要とする高齢者の割合は増加しています。今後、自立し

た日常生活を維持していくためには、要介護状態となることを予防するための取組を総

合的に推進してくことが必要です。 

【ニーズ調査等の結果】 

○現在何らかの介護を受けている高齢者の割合は、85～89歳を境に上昇しています。その

主な原因の第１位が「高齢による衰弱」で、以下「骨折・転倒」「心臓病」「関節の病

気」「視覚・聴覚障害」「糖尿病」などが多く、フレイルやその要因につながる疾病に

より要介護状態に移行する高齢者は少なくありません。 

○運動機能の低下をはじめ、口腔機能の低下、閉じこもり、認知機能の低下などのリスク

は80歳代を境に高まる傾向があります。 

【施策の目標と方向性】 

○高齢者の自立した日常生活の支援や介護予防、要介護状態の改善・重度化防止に向け、

多様な担い手によるサービス提供を充実していきます。 

○高齢者が主体的に介護予防に取り組むことにより、介護を必要としない高齢者が要介護

状態とならないよう、また、要介護者が少しでも現在の生活機能を維持・改善できるよ

う、自立支援・介護予防の取組を推進します。 

〇フレイル対策として、後期高齢者に対する保健事業を実施、充実します。 

  



 

55 

【展開する施策】 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業の推進 【重点施策】 

支援を必要とする高齢者の自立支援や介護予防の取組を推進するとともに、地域の資源

やニーズを踏まえ、地域の特性に合った、多様な担い手によるサービスの提供体制づくりに

取り組みます。 

また、事業の周知を積極的に行い、利用促進を図ります。 

 

①介護予防・生活支援サービスの実施 

 現在実施している訪問介護相当サービス及び通所介護相当サービスのほか、緩和型の

訪問型サービスＡ及び通所型サービスＡを引き続き実施します。 

 ニーズに合った住民主体による訪問型・通所型サービスや短期集中予防サービス等の

実施について検討します。 

 ひとり暮らし世帯や高齢者夫婦のみ世帯など、食事の提供の支援が必要な高齢者に対

して配食サービスを実施し、併せて食生活の改善と安否確認を行います。 

 

②一般介護予防事業の実施 

 介護予防運動教室（おたっしゃ輪（サークル））を定期的に実施するとともに、地域のサ

ロン活動など身近な場において、転倒予防教室や口腔機能向上教室などを実施します。

（介護予防普及啓発事業） 

 健康づくりと介護予防を目的に地域で活動する団体等を育成及び支援するため、食生

活改善講習会などの事業を実施します。（地域介護予防活動支援事業） 

 地域住民による見守りや民生児童委員による相談活動、認知症カフェなどと連携しな

がら、何らかの支援が必要な高齢者を早期に把握し、状態に応じた介護予防へとつな

げる取組を実施します。（介護予防把握事業） 

 介護予防・日常生活支援総合事業に関する各事業が適切に実施できているかを評価し

ます。（一般介護予防評価事業） 

 リハビリテーション専門職等と地域包括支援センターが連携し、地域の通いの場等にお

ける介護予防の取組を総合的に支援します。（地域リハビリテーション活動支援事業） 
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（２）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施  【重点施策】 

後期高齢者に対する保健事業の充実とともに、保健指導から介護予防までを切れ目なく、

一体的に実施することが必要になっています。 

このため、京都府後期高齢者医療広域連合とも連携し、医療、介護、健診等のデータを活

用しながら、フレイル対策を中心とした保健事業を行います。 

 

①後期高齢者への保健事業の充実 

 個別指導と集団指導により、フレイル予防を中心とした保健指導を実施します。 

 個別指導は、健診等の結果から重症化予防を目的とした医療機関の受診勧奨や保健指

導を行います。 

 集団指導は、地区サロンなど住民主体の通いの場を活用し、フレイル状態の把握や健

診勧奨などを行います。 

 保健指導を通じて、介護や医療など必要なサービスへの橋渡しを行います。 

 事業の成果分析や評価を踏まえた効果的な事業の実施に努めます。 

 

 

数値目標 

（指標） 

実績 計画 
令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023年度) 

見込み 

令和６年度 
(2024 年度) 

令和７年度 
(2025 年度) 

令和８年度 
(2026 年度) 

保健師が関与する通いの場 

（団体） 15 15 20 20 20 
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３ 高齢者の社会参加の促進 

【主な取組状況と課題】 

○本市では、高齢化率は年々高くなっています。しかし、高齢者の多くは介護や支援を必

要としない元気な高齢者です。 

○宮津市すこやか大学や各地区公民館では、生涯学習講座や各種教養講座を開催し、高齢

者の学習の場づくりに努めており、また、地域のイベント活動等を通じて世代間交流の

取組も推進しているところです。 

○介護予防や健康づくり、ボランティア活動等に主体的に取り組む老人クラブやサロンな

ど、地域の高齢者の自主的なグループ活動への支援を実施しています。 

○高齢者を含め、全ての人々が、地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことがで

きる地域共生社会の実現に向けて、高齢者が役割を持ち、支え合いながら自分らしく活

躍できる地域コミュニティを育成し、福祉などの地域の公的サービスと協働して助け合

いながら暮らすことのできる仕組みを構築することが求められています。 

【ニーズ調査等の結果】 

○高齢者のグループ活動への参加の状況について、ボランティアグループが16.7％、ス

ポーツ関係のグループが19.1％、趣味関係のグループが23.0％、老人クラブが10.7％と

なっています。 

○健康づくり活動や趣味等のグループ活動など、いきいきとした地域づくりに参加しても

良いと考えている高齢者は半数を超え、活動意欲が高くなっています。 

○趣味や生きがいがあるとの回答は年齢が上がるほど低下傾向にあり、また社会的役割や

他者と関わる能力は85～89歳の年代を境に低下する傾向がみられます。 

【施策の目標と方向性】 

〇高齢者自身も介護予防や健康づくりの活動、就労やボランティア、地域活動に主体的に

関わり、地域を支える担い手となっていくことが期待されています。高齢者の多様性と

自発性を尊重しながら、老人クラブや自主的なグループ活動への支援、生涯学習の普及・

推進など、高齢者の生きがいづくり、健康づくりにつながる各種施策を推進するととも

に、新たな活動の場の創出を図ります。 
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【展開する施策】 

（１）高齢者の生きがいづくりの推進 

団塊の世代がすべて75歳以上となる令和７年(2025年)に向けて、介護や支援が必要

な高齢者が増加し、支援ニーズは多様化しています。可能な範囲で健康を維持し、介護や支

援が必要な状態にならないようにするためには、高齢者自身が生きがいを持ち、健康づく

りに効果的な活動を行うことが重要です。 

地域では、元気で活発に行動する高齢者の姿が多数見られ、趣味や嗜好の多様化、生活

に対する考え方も変化しています。人生100年時代と言われる中、高齢者のライフスタイル

や多様なニーズに応じた生きがいづくりに向けた支援を推進します。 

 

①生涯学習の充実 

 宮津市すこやか大学や地区公民館等で行っている各種講座を充実し、その学習成果を

地域社会の中で活かし、活躍できる機会づくりに努めます。 

 

②生涯スポーツの推進 

 身近な地域で運動を楽しむことができるよう、地区公民館等が主体となって実施して

いる健康づくりの場の活動を推進します。 

 総合型地域スポーツクラブ（Sports Club RAINBOW）や宮津市スポーツ推進員等

と連携し、生涯スポーツの普及と参加機会の拡大に努めます。 

 

③グループ・サークル活動等の育成支援 

 自主的な学習や文化活動を活性化し、そうした活動を通じて社会参加を促すため、グ

ループやサークル活動の育成支援を行います。 

 

④学校や地域における世代間交流の促進 

 学校や地区公民館等において、高齢者と交流し、高齢者への理解と認識を深めるため

の世代間交流の取組を推進していきます。 
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（２）社会活動への参加の促進 

地域共生社会の実現に向け、「支援する側」と「される側」という画一的な関係性ではなく、

地域とのつながりを維持しながら、その有する能力に応じた柔軟な支援を受けていくこと

で、自立意欲の向上を図ることが重要です。 

高齢者が社会的役割を持ち、社会に参加することが、生きがいや介護予防につながると

いう観点から、地域の中での出番づくりに努め、地域社会と関わりを持ち、活躍し続けるこ

とができるような取組を推進します。 

 

①地域活動などの担い手の育成・支援 

 社会福祉協議会による地域のボランティアやサロン活動のリーダーを育成、確保の取

組みをします。 

 

②ボランティア活動の促進 

 高齢者が豊かな経験と勅使を社会に還元するため、社会福祉協議会による高齢者が参

加しやすいボランティア講座等の開催を推進するとともに、気軽にボランティア体験が

できる機会を提供します。 

 地域での見守りや支え合い、居場所づくりを進めるボランティア活動を支援します。 

 ボランティア活動を促進するため、ボランティアポイント制度の導入について検討しま

す。 

 

③老人クラブ活動の支援 

 主体的な学習や文化活動、友愛訪問など地域社会との交流を行う老人クラブ活動を支

援します。 
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（３）高齢者の就労支援 

高齢者がこれまで培ってきた能力を必要に応じていろいろな分野で活用することは、地

域の活性化の一要因となると考えられます。 

高齢者の再就職の促進や定年退職後等の臨時的・短期的な就業の場を提供する宮津与

謝広域シルバー人材センターへの支援など、統合的・積極的な雇用対策を推進し、高齢者の

就労を支援します。 

 

①就労の場の確保・創出 

 ハローワーク等の関係機関と連携し、高齢者の継続雇用及び再就職を推進していきま

す。 

 

②宮津与謝広域シルバー人材センターへの支援 

 宮津与謝広域シルバ－人材センタ－の運営を支援し、高齢者の就業の場の確保に努め

ます。 
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第４節 サービスを利用して安心して暮らせるまち 

１ 適切な介護サービス等の提供 

【主な取組状況と課題】 

○本市は、これまでから国や府よりも高齢化が進んでおり、要介護４・５の重度の認定者

や認知症高齢者の増加等、施設入所を必要とする方に対応するため、特別養護老人ホー

ムなどを整備し、施設サービスの充実を図ってきました。 

〇南部圏域と比べ、北部圏域に介護保険事業所が少なく、訪問介護や通所介護などの居宅

サービスが不足している状況があります。 

○ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯も増加する中、在宅生活を支えるサービスの

ニーズが増加しています。介護や支援を必要とする高齢者が、できる限り住み慣れた地

域や家庭で生活が継続できるよう、居宅サービスや高齢者福祉施策を充実する必要があ

ります。 

【ニーズ調査等の結果】 

○在宅で介護を受けている要介護者（要支援者）のうち、施設への「入所・入居を検討し

ていない」の回答は67.1％で、「検討している」「すでに申し込みをしている」は19.7％

となっています。 

○要介護認定を受けていても介護保険サービスを利用していない割合は、全体で43.2％と

なっており、利用しない理由は、「現状では、サービスを利用するほどの状態ではない」

が53.3％、次いで「本人にサービス利用の希望がない」が15.8％、「家族が介護するた

め必要ない」が15.2％となっています。 

○介護者が現在の生活を継続するうえで不安に感じる介護等は、「認知症状への対応」、

「夜間の排泄」、「入浴・洗身」、「外出の付き添い、送迎等」、「食事の準備」等が

多くなっています。 

【施策の目標と方向性】 

〇できる限り住み慣れた地域や家庭で自分らしく自立した生活が継続できるよう、必要な

サービスの提供や高齢者福祉施策の充実を図ります。 

〇ケアプランチェックなどにより介護給付の適正化を図るとともに、必要な介護サービス

の提供を維持し、介護保険の健全な運営を行います。 
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【展開する施策】 

（１）居宅サービスの提供 

介護が必要な高齢者が、自宅で自立しながら安心して暮らしていくために、居宅サービス

を提供します。 

 

①居宅サービスの提供 

 適正なケアプランに基づくサービスの提供を行います。 

 訪問介護、通所介護等の居宅サービスの提供により、要介護者の在宅生活を支援しま

す。 

 福祉用具貸与や特定福祉用具購入費の支給及び住宅改修費の支給により、在宅生活

を支援します。 

令和５年度(2023年度)現在、本市では次の居宅サービスが提供されています。 

訪問介護／訪問入浴介護／訪問看護／訪問リハビリテーション／ 

居宅療養管理指導／通所介護／通所リハビリテーション／短期入所生活介護／ 

短期入所療養介護／特定施設入居者生活介護／福祉用具貸与／特定福祉用具販売／

住宅改修費の支給／居宅介護支援 

 

（２）地域密着型サービスの充実・提供 

地域密着型サービスは、宮津市がサービス提供事業者の指定を行い、原則として要支援・

要介護状態となった宮津市民の方のみが利用できるサービスです。 

介護が必要な高齢者が、自宅や住み慣れた地域で安心して生活を継続できるよう、地域

密着型サービスを提供します。 

なお、北部圏域で不足しているサービスや未整備のサービスについては、今後のサービ

ス利用者のニーズや事業開設希望者の意向を踏まえた上で、必要に応じ検討します。 

 

①地域密着型サービスの充実・提供 

 サービス提供事業者と情報を共有し、連携するとともに、適宜指導等を行い、サービス

の向上を図ります。 

 認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活介護等のサービスの提供により、認知

症の人の安心した生活を支援します。 

  



 

63 

令和５年度(2023年度)現在、本市では次の地域密着型サービスが提供されています。 

夜間対応型訪問介護／地域密着型通所介護／認知症対応型通所介護／ 

小規模多機能型居宅介護／認知症対応型共同生活介護 

 

（３）施設サービスの提供 

在宅生活が困難な重度の要介護者の生活の場や、在宅生活に復帰するため医学的な管

理の下で介護やリハビリを受ける場を提供するため、施設サービスを提供します。 

 

① 施設サービスの提供 

 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設でのサービスを提供しま

す。 

 

（４）重度化防止のための介護予防サービスの提供 

要支援者の自立支援、状態の維持・改善や重度化の防止のため、介護予防サービスを提

供します。 

 

①介護予防サービスの提供 

 適正な予防ケアプランに基づくサービスの提供を行います。 

 介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護等の介護予防サービスの提供により、要支

援者の自立支援や重度化防止を図ります。 

 介護予防福祉用具貸与や介護予防特定福祉用具購入費の支給及び介護予防住宅改修

費の支給により、自立支援を行います。 

令和５年度(2023年度)現在、本市では次の介護予防サービスが提供されています。 

介護予防訪問入浴介護／介護予防訪問看護／介護予防訪問リハビリテーション／ 

介護予防居宅療養管理指導／介護予防通所リハビリテーション／ 

介護予防短期入所生活介護／介護予防短期入所療養介護／ 

介護予防特定施設入居者生活介護／介護予防福祉用具貸与／ 

特定介護予防福祉用具販売／介護予防住宅改修費の支給／介護予防支援 
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（５）その他の介護、高齢者福祉施策の充実 

在宅で高齢者を介護する家族等への支援を行います。 

また、生活支援サービスを提供し、高齢者の自立した在宅生活を支援します。 

 

①その他の介護に関する支援 

 市民税非課税世帯で要介護４又は５の高齢者を介護している家族等に対し、おむつ等

の介護用品を支給します。 

 介護者が気軽に介護のことについて相談や情報交換できる場づくりを進めます。 

 

②その他の高齢者の生活支援の充実 

 宮津市社会福祉協議会が実施する福祉有償運送や地域が主体となって運営する公共

交通空白地有償運送に対し、支援します。 

 要介護認定を受けていないひとり暮らし世帯や高齢者のみ世帯など、食事の提供の支

援が必要な高齢者に対して配食サービスを実施し、併せて安否確認を行います。 

 

（６）介護サービスの円滑な運営 

介護保険事業の円滑な実施と健全な運営を維持するため、次の取組を進めます。 

 

①介護給付の適正化 

 要介護認定調査を市の直接調査として実施するとともに、共通の判断基準に基づく迅

速で適正な審査判定により、要介護認定を行います。（要介護認定の適正化） 

 「京都式」ケアプラン点検ガイドに基づいてケアプランの点検を行い、介護支援専門員

による自主点検を促すことにより、ケアプランの質の向上を図ります。また、住宅改修

や福祉用具の購入・貸与に係る申請について、写真や見積書等による点検や確認を行

い、必要に応じて現地確認を行うなど、申請者の状態に応じた適正なサービス提供に

努めます。（ケアプラン点検及び住宅改修等の点検、福祉用具購入・貸与調査） 

 介護報酬の支払状況の縦覧点検や医療情報との突合を行い、誤請求や医療と介護の

重複請求を防止します。（縦覧点検・医療情報との突合） 

 適正な要介護認定を一層推進するため、研修等に参加するなど、介護認定審査会委員、

認定調査員及び担当職員の資質向上を図ります。 

 適正でより良質なサービスの提供が行われるよう、京都府と連携して事業所への実地

指導等を実施します。 
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②介護支援専門員の資質・専門性の向上の推進 

 地域ケア会議や個別ケア会議、介護支援専門員研究会等を実施し、情報や課題を共有

して連携を強化することにより、介護支援専門員の資質・専門性の向上を図り、ケアマ

ネジメントの充実を図ります。 

 

③認知症グループホーム等第三者評価の受審 

 事業所に対して外部評価の導入を促進し、サービスの質の向上を図ります。 

 

④介護保険事業者との連携 

 市と事業者及び事業者間の情報の共有、連携を強化するための取り組みを行います。 

 

 

数値目標 

（指標） 

実績 計画 
令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023年度) 

見込み 

令和６年度 
(2024 年度) 

令和７年度 
(2025 年度) 

令和８年度 
(2026 年度) 

ケアプラン点検件数 

（件） 15 15 15 15 15 

実地指導事業所数 

（件） 0 0 1 3 3 
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（７）制度内容の周知と利用意識の啓発 

引き続き、介護保険制度の普及・啓発を図るとともに、サービスを必要とする利用者が適

切なサービスを受けることができるよう、制度内容の周知を行います。 

 

①介護保険サービス情報の提供 

 ガイドブックの作成や、広報誌・ホームページ、出前講座等により、介護保険制度の周知

や情報発信を行います。 

 

（８）災害や感染症に対する備え 

近年頻発する自然災害に備え、介護保険事業所においては利用者の安全を十分に確保す

る必要があります。また、新型コロナウイルス感染症をはじめとした感染症対策として、感

染が発生した際の対応や代替サービスの確保など、サービスを継続するための連携体制の

構築等を行うことが重要です。 

日頃から市と介護保険事業所が連携し、対策の検討や取組を進めます。 

 

①災害対策の介護保険事業所との連携 

 事業所の避難訓練の実施状況の確認や、非常災害対策計画の策定とその確認など、必

要な対策を事業所と連携して実施します。 

 

②感染症対策の介護保険事業所との連携 

 事業所における感染症予防及び感染拡大防止に必要な対策を、事業所と連携して実施

します。また、感染症発生時には、京都府とも連携して必要な物資の確保への支援を行

います。 

 介護事業所が作成した感染症 BCP（業務継続計画）を定期的に点検、見直しをするよ

う指導します。 
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２ 介護・福祉を支える人材の確保 

【主な取組状況と課題】 

○宮津総合実習センター「マ・ルート」において、学生への資格取得に向けた実習や高校

生へのボランティア授業を実施するなど、若年層に対する福祉への理解・関心を深める

取組を通して、介護・福祉人材の養成に努めています。 

○介護職など専門職を育成・確保するための資格取得に向けた補助のほか、資格取得のた

めの修学資金の貸付を継続して行っています。また、市営住宅をリノベーションし、エッ

センシャルワーカーの入居支援を実施しました。 

○全国的に介護職員の不足が問題となっている中、本市でも市内介護サービス事業所等に

おいて人材不足が大きな課題となっており、介護・福祉人材の育成確保が喫緊の課題と

なっています。 

【ニーズ調査等の結果】 

〇市が介護保険事業所を運営する法人に対し調査を行ったところ、現時点で半数の法人が、

職員が「不足」「やや不足」していると回答しています。 

【施策の目標と方向性】 

〇介護・福祉人材を確保するため、京都府北部地域全体で福祉人材の定着・確保を図る「京

都府北部福祉人材養成システム」を京都府及び近隣市町と共同して推進し、福祉人材の

実習拠点である宮津総合実習センター「マ・ルート」の運営を支援します。 

〇介護福祉士等の資格取得に関する補助制度等を継続して実施し、介護・福祉人材の確保

を図るとともに、介護従事者のスキルアップを支援します。このほか、元気な高齢者を

はじめとした地域住民が、ボランティアなどを通じてそれぞれの持てる力を発揮できる

よう、地域における生活を支える担い手の育成に取り組みます。 

〇介護・福祉人材が不足する中、業務の効率化を進め、介護事業所職員の負担軽減を図っ

ていくための支援を行います。 
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【展開する施策】 

（１）福祉需要に対応する人材の確保と資質の向上 【重点施策】 

今後の福祉・介護サービスの需要に対応するため、人材の確保を図るとともに、その専門

性を発揮し、誇りを感じながら働き続けることができるよう、職員のスキルアップにつなが

る支援に取り組みます。 

 

①福祉人材の育成・確保の推進 

 京都府北部福祉人材養成システム「宮津総合実習センター」における大学生フィールド

ワーク等の実施や京都府及び府北部他市町との連携により、人材の育成と確保を図り

ます。 

 市内介護保険事業所で就労する人材の確保のため、介護福祉士の資格取得のための

修学資金の貸与を行います。 

 市内介護サービス事業所の求人情報などの情報発信や、北京都ジョブパークと連携し

て就職説明会を実施するほか、雇用機会拡大補助金の支援により、市民の雇用の推進

を図ります。 

 社会福祉法人が新たな人材を確保するために必要となる住居の確保のほか、介護に必

要な専門知識・技術等の修得に向けた取組を支援します。 

 社会福祉法人が連携して行う人材の確保・定着のための事業について、積極的に支援

します。 

 

②福祉人材の資質の向上 

 介護資格取得講習等の受講料に対し助成を行います。 

 事業者が実施する資質向上のための研修等の取組への支援を行います。 

 

 

数値目標 

（指標） 

実績 計画 
令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023年度) 

見込み 

令和６年度 
(2024 年度) 

令和７年度 
(2025 年度) 

令和８年度 
(2026 年度) 

介護職従事者の人材不足者数 

（人） 35 18 32 27 25 

※目標年度中における退職者の数は、加味していない。 
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（２）介護業務の効率化と質の向上 

介護人材が不足する中、介護職員の業務の効率化や負担軽減など職場環境の改善を

図っていくことが重要となっています。 

国・京都府等と連携し、介護ロボットやＩＣＴの活用などによる職場環境の改善や介護分野

の文書作成に係る負担軽減を進めます。 

 

①介護業務の効率化と質の向上 

 ＩＣＴの活用による介護職員の負担軽減・効率化など、働きやすい職場環境づくりと業

務の質の向上への支援を行います。 

 事業所指定等の手続きに係る文書等の簡素化や電子申請を進めます。 
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第５節 宮津市内の介護サービス提供事業所 

※令和６年(2024年)３月現在 

（1）居宅サービス 

（単位：人） 

種  類 事 業 所 名 利用定員 

訪問介護 社会福祉法人宮津市社会福祉協議会  

天橋訪問介護事業所  

ヘルパーステイション成相山青嵐荘  

ヘルパーステーション夕凪の里  

訪問入浴介護 社会福祉法人宮津市社会福祉協議会  

訪問看護 公益社団法人京都府看護協会宮津訪問看護ステー

ション 
 

訪問リハビリテーション なぎさ苑訪問リハビリテーション事業所  

通所介護 天橋園通所介護事業所 25 
 

はまなす苑通所介護事業所 20 
 

デイサービスセンター青嵐荘 40  
 

天橋の郷通所介護事業所 35  
 

オーチャード天橋立 27  

通所リハビリテーション 介護老人保健施設リハ・ヴィラなぎさ苑 27  

短期入所生活介護 短期入所老人ホーム青嵐荘 10  

天橋の郷短期入所生活介護事業所 20  

特別養護老人ホーム夕凪の里 20  

ユニット型指定介護老人福祉施設安寿の里 20 

短期入所療養介護 介護老人保健施設リハ・ヴィラなぎさ苑 (空床利用型) 

特定施設入居者生活介護 養護老人ホーム成相山青嵐荘 60  

 オーチャード天橋立 60  

福祉用具貸与 

特定福祉用具販売 

株式会社チロル介護事業部ひまわり  

株式会社三笑堂宮津営業所  
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（２）地域密着型サービス 

（単位：人） 

種  類 事 業 所 名 定 員 

夜間対応型訪問介護 介護レスキュー宮津事業所  

地域密着型通所介護 吉笑庵デイサービス宮津 10  

デイサービスリハとも 18  

Re-style通所介護事業所 15  

認知症対応型通所介護 ハウゼ天橋通所介護事業所 12  

グループデイひだまりの家 12  

小規模多機能型居宅介護 はごろも苑みやづの家 24 

認知症対応型共同生活介護 グループホーム天橋の家 18  

グループホームせいらん 18  

 

（３）施設サービス 

（単位：人） 

種  類 事 業 所 名 定 員 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

特別養護老人ホーム青嵐荘 50  

特別養護老人ホーム天橋の郷 70  

特別養護老人ホーム夕凪の里 80  

特別養護老人ホーム安寿の里 80  

マ・ルート 60 

介護老人保健施設 介護老人保健施設リハ・ヴィラなぎさ苑 100 

 

（４）居宅介護支援・介護予防支援 

種  類 事 業 所 名 利用定員 

居宅介護支援 社会福祉法人宮津市社会福祉協議会居宅介護支援

事業所（休止中） 

 

天橋園居宅介護支援事業所  

居宅介護支援事業所青嵐荘  

なぎさ苑居宅介護支援事業所  

夕凪の里居宅介護支援事業所  

介護予防支援 宮津市地域包括支援センター  

宮津北部地域包括支援センター  
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（５）介護予防・生活支援サービス（介護予防・日常生活支援総合事業）   

①訪問型サービス 

種  類 事 業 所 名 

訪問介護相当サービス 訪問介護事業所により実施 

訪問型サービスＡ 

（緩和した基準によるサービス） 

社会福祉法人宮津市社会福祉協議会 

公益社団法人宮津与謝広域シルバー人材センター 

(宮津市委託事業) 

②通所型サービス 

種  類 事 業 所 名 

通所介護相当サービス 通所介護事業所、地域密着型通所介護事業所により実施 

通所型サービスＡ 

（緩和した基準によるサービス） 
社会福祉法人宮津市社会福祉協議会 

 

■宮津市内のその他の施設 

（令和６年(2024年)３月現在） 

（単位：人） 

種  類 事 業 所 名 利用定員 

軽費老人ホーム ケアハウス青嵐荘 30  

養護老人ホーム 養護老人ホーム成相山青嵐荘 60  
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第５章 介護保険事業費の見込みと保険料の設定 

第１節 介護保険事業費等の見込み 

１ 事業費算定の流れ 

介護保険料は、要介護認定者数等の推計を基に、これまでのサービス利用実績、利用者

数を勘案して各サービスの提供目標量（利用見込み量）を推計し、それにより算定した給付

費と、制度運営等に係る費用総額を算定した後、将来の被保険者数で除して算定します。 

介護保険料算定の流れ 

  

将来の高齢者人口

将来の要支援・要介護認定者数

介護保険サービスの
利用状況

介護保険サービスの
利用意向

介護保険サービス給付量

介護保険サービス給付費

・特定入所者介護サービス
・高額介護サービス
・高額医療合算介護サービス
・審査支払手数料

標準給付費

地域支援事業費

保険料の算定

サービスの利用人数、
回数など

サービスの
保険給付金額

介護保険にかかる
総費用

利
用
者
数

サ
ー
ビ
ス
量

費

用

推計

推計

推計
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２ 被保険者数及び要支援・要介護認定者数の見込み 

（１）高齢者等の人口推計 

平成３０年(20１８年)から令和５年(20２３年)９月末日現在の住民基本台帳人口（男女

別、年齢別）を基に、コーホート変化率法により令和６年(202４年)以降の総人口及び年齢

別人口を推計しました。 

第１号被保険者となる65歳以上人口の推計結果は、次のとおりです。 

第１号被保険者数の推計 

（人） 

区分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 22 年度 

総人口 16,037 15,684 15,334 10,660 

 

第１号被保険者 7,101 7,003 6,919 5,474 

 

前期高齢者 2,779 2,656 2,560 2,032 

 
65～69 歳 1,310 1,268 1,261 1,111 

70～74 歳 1,469 1,388 1,299 921 

後期高齢者 4,321 4,347 4,359 3,443 

 

75～79 歳 1,499 1,567 1,667 923 

80～84 歳 1,164 1,130 1,024 919 

85 歳以上 887 886 870 788 

90 歳以上 772 764 798 812 

 

（２）要支援・要介護認定者数の推計 

被保険者数の推計値に性別・年齢階層別・要介護度別の認定率を乗じて、令和 6年（2024

年）以降の要介護・要支援認定者数を算出しました。将来人口において、認定率が高い傾

向にある後期高齢者の人口が増加するため、全体の認定率は上昇する見込みです。 

第１号被保険者における認定者数の推計結果は、次のとおりです。 

要支援・要介護認定者数（1号被保険者）の推計 

（人） 

区分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 22 年度 

要支援 1 406  400  403  359  

要支援 2 256  260  262  246  

要介護 1 333  333  335  316  

要介護 2 253  257  256  248  

要介護 3 223  225  226  226  

要介護 4 211  211  213  211  

要介護 5 140  140  141  136  

計 1,822  1,826  1,836  1,742  

認定率 25.7% 26.1% 26.6% 31.8% 

※地域包括ケア「見える化」システムによる推計  
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３ 基盤整備についての考え方 

第9期計画期間における介護保険サービスの利用量及び給付費を見込むに当たって、

サービスの基盤整備についての考え方は、次のとおりです。 

（１） 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）は、平成29年（2017年）の整備以降は特

別の事情がない限り、新たな整備（新設・増床）を行わないこととしており、第9期につ

いても同様とします。 

（２） 今後の高齢者の状況、サービスの利用状況を踏まえながら、特に北部圏域における

居宅サービス及び地域密着型サービスについては必要に応じて整備を検討していくこ

ととします。 

 

４ 介護保険サービスの利用量の見込み 

（１）居宅介護サービス・居宅介護予防サービス等の見込量 

 各サービスの見込量は、サービスの利用実績、介護保険サービス基盤の整備、要介護等認定

者数の推移などを総合的に勘案して見込んでいます。 

 

①居宅介護サービスの見込量等 

サービスの種類 
令和 3

年度 

令和 4

年度 

令和 5

年度 

令和 6

年度 

令和 7

年度 

令和 8

年度 

令和 22

年度 

訪問介護 
回数（回） 2,507  2,369  2,451  2,499  2,510  2,523  2,351  

人数（人） 209  203  209  210  211  211  197  

訪問入浴介護 
回数（回） 113  81  58  58.1  58.1  58.1  58.1  

人数（人） 27  23  17  17  17  17  17  

訪問看護 
回数（回） 1,208  1,225  1,210  1,230  1,240  1,245  1,171  

人数（人） 230  246  239  237  239  240  228  

訪問リハビリテーショ

ン 

回数（回） 385  309  256  256  256  256  256  

人数（人） 32  27  19  19  19  19  19  

居宅療養管理指導 人数（人） 36  33  36  36  36  36  34  

通所介護 
回数（回） 2,265  2,059  1,956  1,971  1,971  1,971  1,837  

人数（人） 308  285  265  267  267  267  249  

通所リハビリテーショ

ン 

回数（回） 328  312  347  337  337  343  333  

人数（人） 57  53  56  55  55  56  54  

短期入所生活介護 
日数（日） 1,413  1,356  1,340  1,355  1,347  1,351  1,305  

人数（人） 173  165  151  152  151  151  146  

短期入所療養介護 

（老健） 

日数（日） 86  70  47  53  53  53  47  

人数（人） 13  12  8  9  9  9  8  

特定施設入居者生活介

護 
人数（人） 39  36  34  35  35  35  33  

福祉用具貸与 人数（人） 460  458  442  434  437  440  420  

特定福祉用具購入費 人数（人） 9  7  9  9  9  9  9  

住宅改修費 人数（人） 5  4  5  5  5  5  5  

※回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数 

※令和５年度は見込み  

現時点の見込みであり、今後変更の

可能性があります 
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②居宅介護予防サービスの見込量等 
 

サービスの種類 
令和 3

年度 

令和 4

年度 

令和 5

年度 

令和 6

年度 

令和 7

年度 

令和 8

年度 

令和 22

年度 

介護予防訪問入浴介護 
回数（回） 0.2  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  0  0  0  

介護予防訪問看護 
回数（回） 301  249  226  235  235  235  215  

人数（人） 71  73  78  81  81  81  74  

介護予防訪問リハビリ

テーション 

回数（回） 70  76  78  78  89  89  78  

人数（人） 8  7  8  8  9  9  8  

介護予防居宅療養管理

指導 
人数（人） 5  5  8  8  9  9  8  

介護予防通所リハビリ

テーション 
人数（人） 11  11  15  16  16  16  15  

介護予防短期入所生活

介護 

日数（日） 32  16  16  16  20  20  16  

人数（人） 7  4  4  4  5  5  4  

介護予防福祉用具貸与 人数（人） 193  208  237  245  246  248  225  

特定介護予防福祉用具

購入費 
人数（人） 4  4  3  3  3  3  3  

介護予防住宅改修 人数（人） 3  4  4  4  4  4  4  

介護予防特定施設入居

者生活介護 
人数（人） 2  3  3  3  3  3  3  

※回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数 

※令和５年度は見込み 

 

（２）地域密着型介護サービスの見込量等 

 地域密着型サービスについては、サービスの利用実績、地域密着型サービス基盤整備、要

介護等認定者数の推移などを総合的に勘案し、利用量を見込んでいます。 

 

サービスの種類 
令和 3

年度 

令和 4

年度 

令和 5

年度 

令和 6

年度 

令和 7

年度 

令和 8

年度 

令和 22

年度 

定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 
人数（人） 1  1  2  2  2  2  2  

夜間対応型訪問介護 人数（人） 31  34  34  35  35  35  34  

地域密着型通所介護 
回数（回） 591  6745  707  754  778  778  660  

人数（人） 105  113  119  127  131  131  111  

認知症対応型通所介護 
回数（回） 466  421  349  356  356  356  333  

人数（人） 52  46  41  42  42  42  39  

小規模多機能型居宅介

護 
人数（人） 22  20  21  21  21  22  19  

認知症対応型共同生活

介護 
人数（人） 39  39  41  41  41  41  39  

地域密着型特定施設入

居者生活介護 
人数（人） 1  1  1  1  1  1  1  

看護小規模多機能型居

宅介護 
人数（人） 0  0  1  1  1  1  1  

※回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数 

※令和５年度は見込み  
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（３）施設サービスの見込量 

 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）は本市に５ヶ所、介護老人保健施設は１ヶ所整備さ

れており、利用者数は安定していることから、大きな変動はないものとして見込みます。 

 また、介護医療院は市外施設の利用者を見込みます。 

 

サービスの種類 
令和 3

年度 

令和 4

年度 

令和 5

年度 

令和 6

年度 

令和 7

年度 

令和 8

年度 

令和 22

年度 

介護老人福祉施設 人数（人） 261  267  267  270  270  270  270  

介護老人保健施設 人数（人） 71  71  73  74  74  74  71  

介護医療院 人数（人） 0  0  0  1  1  1  1  

介護療養型医療施設 人数（人） 0  0  0          

※人数は１月当たりの利用者数 

※令和５年度は見込み 

 

 

（４）居宅介護支援・介護予防支援の見込量 

要介護・要支援認定者の推移を踏まえ、次のとおり見込んでいます。 

 

サービスの種類 
令和 3

年度 

令和 4

年度 

令和 5

年度 

令和 6

年度 

令和 7

年度 

令和 8

年度 

令和 22

年度 

居宅介護支援 人数（人） 636  625  603  593  594  597  570  

介護予防支援 人数（人） 254  266  290  300  300  302  274  

※人数は１月当たりの利用者数 

※令和５年度は見込み 
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５ 地域支援事業の見込み 

地域支援事業では、介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業及び任意事業を行い

ます。 

ここでは、介護予防・日常生活支援総合事業（介護予防・生活支援サービス事業）の利用者数

を次のとおり見込みます。 

 

 

サービスの種類 
令和 3

年度 

令和 4

年度 

令和 5

年度 

令和 6

年度 

令和 7

年度 

令和 8

年度 

令和 22

年度 

訪問介護相当サービ

ス 
人数（人） 85  90  90  92  92  92  62  

訪問型サービス A（緩

和した基準による

サービス） 

人数（人） 40 26 26 26 26 26 18 

通所介護相当サービ

ス 
人数（人） 354 351 351 354 354 354 244 

通所型サービス A（緩

和した基準による

サービス） 

人数（人） 19 15 15 15 15 15 10 

その他生活支援サー

ビス（配食等） 
人数（人） 7 6 7 10 10 10 10 

介護予防支援ケアマ

ネジメント 
人数（人） 182 178 180     

※人数は１月当たりの利用者数 

※令和５年度は見込み 

 

▽ 訪問型サービスＢ・通所型サービスＢ（住民主体による支援）、訪問型サービスＣ・通所型

サービスＣ（短期集中予防サービス）は、令和5年度（2023年度）では行われていませんが、

実施に向けて検討していくこととします。 

 

 

  

現時点の見込みであり、今後変更の可能性があります 
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第２節 介護保険事業費と第１号被保険者介護保険料 

１ 介護保険サービス事業費の給付状況と見込み 

（１）介護保険事業費に必要な総給付費の見込み 

第９期計画期間における要介護・要支援認定者に対するサービスの提供に要する給付費

の見込み額は次のとおりです。 

 

①介護給付事業費 

（単位：千円） 

介護給付事業費 

第８期 第９期 

実績 見込 推計値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

居宅サービス 

 訪問介護 95,631  91,877      

 訪問入浴介護 16,736  12,172      

 訪問看護 87,219  89,570      

 訪問リハビリテーション 13,191  10,546      

 居宅療養管理指導 4,464  3,769      

 通所介護 212,249  197,311      

 通所リハビリテーション 37,990  35,929      

 短期入所生活介護 154,049  149,479      

 短期入所療養介護（老健） 11,749  10,164      

 福祉用具貸与 83,573  83,036      

 特定福祉用具購入費 2,919  2,312      

 住宅改修費 4,164  3,408      

 特定施設入居者生活介護 95,490  87,005      

地域密着型サービス 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1,229  1,186      

 夜間対応型訪問介護 26,299  24,694      

 地域密着型通所介護 48,169  57,573      

 認知症対応型通所介護 64,406  60,244      

 小規模多機能型居宅介護 55,040  51,756      

 認知症対応型共同生活介護 113,585  117,750      

 地域密着型特定施設入居者生活介護 3,127  3,145      

 看護小規模多機能型居宅介護 0 0     

施設サービス 

 介護老人福祉施設 855,164  875,427      

 介護老人保健施設 262,009  249,638      

 介護医療院 1,230  645      

 介護療養型医療施設 0  0      

居宅介護支援 117,697  116,726      

介護給付 計 2,367,380 2,335,360     

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。  
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②予防給付事業費 

（単位：千円） 

予防給付事業費 

第８期 第９期 

実績 見込 推計値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

介護予防サービス 

 介護予防訪問入浴介護 18  0      

 介護予防訪問看護 19,614  17,562      

 介護予防訪問リハビリテーション 2,222  2,343      

 介護予防居宅療養管理指導 445  520      

 介護予防通所リハビリテーション 4,588  4,973      

 介護予防短期入所生活介護 2,842  1,229      

 介護予防福祉用具貸与 18,957  19,823      

 特定介護予防福祉用具購入費 1,023  1,064      

 介護予防住宅改修 2,993  4,332      

 介護予防特定施設入居者生活介護 1,966  2,689      

地域密着型サービス 

 介護予防認知症対応型通所介護 0 0     

 介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0     

 介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0     

介護予防支援 13,651  14,342      

予防給付 計 68,321 68,878     

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。 

 

③総給付費 

（単位：千円） 

 

第８期 第９期 

実績 見込 推計値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

総給付費 

（①+②） 
24,367,380  2,404,238      

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。 
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（２）標準給付費の見込み 

標準給付費は、総給付費に特定入所者介護サービス等給付額、高額介護サービス等給付

額、高額医療合算介護サービス費等給付額、審査支払手数料を加えた費用です。 

特定入所者介護サービス等給付額等の費用については、現在の給付実績を基に制度改正

等を勘案した費用を見込んでいます。 
（単位：千円） 

項  目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

総給付費    

特定入所者介護サービス費等 

給付額 
   

高額介護サービス費等給付額    

高額医療合算介護サービス費等 

給付額 
   

算定対象審査支払手数料    

標準給付費見込額計    

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。 

 

（３）地域支援事業に必要な事業費の見込み 

地域支援事業費は、現在の実績を基に地域支援事業の介護予防・日常生活支援総合事業、

包括的支援事業、任意事業の事業総額の見込み額から算出します。 
（単位：千円） 

項  目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

介護予防・日常生活支援総合事業    

包括的支援事業（地域包括支援セン
ターの運営）及び任意事業費 

   

包括的支援事業（社会保障充実分）    

地域支援事業費    

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。 

 

（４）介護給付等に係る事業と地域支援事業費の財源構成 

①介護給付等に係る事業費の財源構成 

介護給付等に係る事業費の財源は、第１号保険料及び第２号保険料、国（25.0％）・県

（12.5％）・市（12.5％）の負担で賄われます。また、令和６年度から令和８年度までの第１

号被保険者の負担率は23.0％、第2号被保険者の負担率は27.0％となります。 
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②地域支援事業の財源構成 

地域支援事業のうち介護予防・日常生活支援総合事業の財源は、介護給付費と同じく

50.0％が国、県、市による公費負担、50.0％が第１号と第２号の保険料負担です。 

包括的支援事業と任意事業の財源は、第２号被保険者の負担がなくなり、77.0％が国・

県・市による公費負担、23.0％が第１号保険料で構成されます。 

財源構成 

    

  

公費

（国・県・市）

50.0%

第１号保険料

23.0%

第２号保険料

27.0%

公費

（国・県・市）

77.0%

第１号保険料

23.0%

介護給付等に係る事業費 

地域支援事業（介護予防・日常生活支

援総合事業） 

地域支援事業（総合事業以外） 
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２ 第１号被保険者の介護保険料 

（１）第１号被保険者の保険料基準額 

令和６(2024)年度から令和８（2026）年度までの３年間の標準給付費見込み額、地域

支援事業費見込み額をもとに、第１号被保険者負担割合（23％）に応じ、過去の実績におけ

る収納率を勘案した保険料賦課総額を被保険者見込み数で除して算出します。 

 

（単位：千円） 

標準給付費見込み額 Ａ   

地域支援事業費見込み額 Ｂ   

第１号被保険者負担分相当額 Ｃ   

調整交付金相当額 Ｄ   

調整交付金見込み額 Ｅ   

準備基金取崩額 Ｆ   

保険者機能強化推進交付金等の交付見込み額 Ｇ   

保険料収納必要額 Ｉ＝Ｃ＋Ｄ－Ｅ―Ｆ－Ｇ   

保険料収納率 Ｊ  ％ 

保険料賦課総額 Ｋ＝Ｉ÷Ｊ   

（多段階化後）所得段階別加入割合補正後被保険者数5 Ｌ  人 

▼ 
保険料基準額（月額）＝保険料賦課総額（Ｋ） 

÷所得段階別加入割合補正後被保険者数（Ｌ）÷12≒〇〇〇円 

 

 第９期（令和６年度～令和８年度） 

保険料基準額 円 

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。 

  

                                                   
5 各所得段階の人数に保険料率を乗じ、基準額を負担される人数としては何人に相当するかを計算して補正した人数で

す。 
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（２）所得段階別被保険者数（第１号被保険者） 

（単位：人） 

所得段階 令和６年度 令和７年度 令和８年度 第９期計 

第１段階     

第２段階     

第３段階     

第４段階     

第５段階     

第６段階     

第７段階     

第８段階     

第９段階     

第10段階     

第11段階     

第12段階     

第13段階     

合  計     
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（３）所得段階別介護保険料 

 

所得段階 対 象 者 保険料率 
保険料 

(月額) 

保険料 

（年額） 

第１段階     

第２段階     

第３段階     

第４段階     

第５段階 

（基準額） 
    

第６段階     

第７段階     

第８段階     

第９段階     

第 10 段階     

第 11 段階     

第 12 段階     

第 13 段階     

※保険料は端数の調整を行い設定しています。 
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第６章 計画の推進に向けて 
 

１ 高齢者保健福祉サービスの全体調整 

本計画の目標達成に向けて、京都府や近隣市町及び与謝医師会や宮津市社会福祉協議会等の

関係機関との連携により、保健・医療・福祉の施策を調整し、一体的に進めるなど、必要な施策の

総合的・効果的な実施に努めます。 

また、計画の円滑な推進に向け、各担当課、関係部署の連携を密にし、計画の目標の実現に努

めます。 

 

２ 関係機関や関係団体等との連携 

 （１）サービス事業者等との連携 

① サービス事業者との連携 

介護保険事業者連絡会や地域ケア会議、介護支援専門員研究会等を開催するなど、サービ

ス提供事業者と緊密に連携をとりながら、介護保険事業の円滑な実施に努めます。 

② 各種団体、地域住民との連携 

本計画の推進に当たっては、関係機関はもちろん、宮津市民生児童委員協議会、宮津市老人

クラブ連合会、ボランティア団体等の各種団体、そして地域住民との連携が重要であり、連携

及び協力を一層進めていきます。 

また、市民一人ひとりが介護保険を理解し、介護に携わっている家族やボランティアだけで

なく、地域全体で支える支援体制が確立されるよう支援に努めます。 

 

 （２）地域包括支援センター運営部会・地域密着型サービス運営部会 

医療や福祉などの関係者による地域包括支援センター運営部会と地域密着型サービス運営

部会を引き続き設置します。 

地域包括支援センター運営部会では、センターの設置運営に関する中立性・公平性の確保や

人材確保支援を行います。 

また、地域密着型サービス運営部会においては、地域密着型サービス事業所の指定や事業

運営の確認等を行い、介護保険の適切な運営に努めます。 
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３ 関係機関や関係団体等との連携 

計画の効果的な推進に向けて、宮津市高齢者保健福祉計画推進協議会により、計画の実施状況、

進捗状況を各年度点検・評価し、高齢者をめぐる状況の変化に対応した、より効果的な事業実施方

法を検討するなど、適切な進行管理を行います。 

本計画についても引き続き、同協議会において、管理手法の基本的な考え方である「PDCAサイク

ル」を取り入れた計画の進行管理を行います。本計画（Plan：計画策定）に基づいた事業の実施状況

（Do：推進）について、計画推進における課題や取組の妥当性に関する評価（Check：評価）を担当課に

おいて毎年行い、その結果を次期計画（令和９年度(2027年度)～令和 11年度(2029年度)）の協議

会における基礎資料として活用（Action：見直し）することで、次期計画の策定につなげていきます。 
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資料編 
 

１ 宮津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調査結果報告（概

要版） 

２ 宮津市高齢者保健福祉計画推進協議会設置要綱 

３ 宮津市高齢者保健福祉計画推進協議会委員名簿 

４ 宮津市高齢者保健福祉計画策定過程 

５ 用語解説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


